科学技術動向 2004年12月号 by 科学技術動向センター & 科学技術動向研究センター
科学技術動向
《2004年12月号》
　 �� �� ��� ������
　 �������� ���������������� ����������������
　 ������������ � ��� ������
　 ���������������������� �� ��
　 ������
　 ���������� ��������������
　 ��� �����������
　 ����� ���
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �
S c i e n c e  &  T e c h n o l o g y  T r e n d s
科学技術動向
文部科学省　科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
ISSN 1349-3663
��
����
�����
科学技術トピックス
蜷ライフサイエンス分野
膀米国カリフォルニア州でパーキンソン病に関する
　データベースの作成が開始された
膂国際ニューロインフォマティクス統合機構始動のための
　各国の体制整備
蜷情報通信分野
膀新安全技術の追求：「車車間通信」の動き
蜷ナノテク・材料分野
膀分子ワイヤーにおける導電率の比較評価
蜷エネルギー分野
膀日米欧における風力発電への取り組み動向
蜷製造技術分野
膀超音波化学工学の新しい側面
蜷フロンティア分野
膀日欧共同水星探査計画の搭載観測機器が選定され次のステップへ
特集１ 読み書きのみの学習困難
 （ディスレキシア）への対応策
特集２ 光通信技術と産業の動向と
 今後の進め方への提言
 ̶シーズとニーズの融合を目指して̶
特集３ 米国における大気中微小粒子・
 ナノ粒子の健康影響に関する研究戦略
 ̶我が国との比較
特集４ 科学技術政策をめぐる米国の科学者たち

1Science & Technology Trends   December  2004
今月の概要
ライフサイエンス分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  7
膀 米国カリフォルニア州でパーキンソン病に関する世界最大規模のデータベー
スの作成が開始された
　米国カリフォルニア州でパーキンソン病患者に関する世界最大規模のデータベースの作
成が開始された。新しくパーキンソン病と診断された全ての患者を中央のデータベースに
登録することを、医者に対して義務付ける法案に、本年９月末に州知事がサインしたこと
によって正式に承認された。
　パーキンソン病は脳内のドーパミンを作る細胞が死滅または損傷し、体の震え、硬直、
運動能力低下、平衡維持障害等の症状を呈する。疾患の原因として、遺伝的要因は一部で
あり、広い範囲の環境的要因、例えば殺虫剤、食物中の重金属や溶媒、頭の外傷などが原
因として示唆されている。作成されるデータベースを用いて、この病気が殺虫剤や有毒な
化学物質によって引き起こされる可能性を調べることが考えられている。
　日本におけるパーキンソン病の有病率は約 0.1％であり、米国の約２％に比べてかなり
少ないが、神経内科の病気としては脳血管障害に次いで大きな数字であり、カリフォルニ
ア州の取り組みに注目すべきであろう。
膂国際ニューロインフォマティクス統合機構始動のための各国の体制整備
　分子からヒト個体まで、脳神経科学分野の扱う膨大な情報を解析する為に、情報科学を
活用した脳神経科学であるニューロインフォマティクス（NI）が有効な手段である。国際
的に脳神経科学分野のデータ共有・蓄積・標準化を目指す国際ニューロインフォマティク
ス統合機構（INCF）の設立が、2004年OECD閣僚級会議で決定され、日本は既に参加の
意向を表明している。実質的な参加は、国内拠点の整備と、参加登録・資金拠出により始
まる。12月 1日、理化学研究所・脳科学総合センターが、日本の国内拠点設立に向けて、
国際研究会を催し、各国の推進体制の整備状況が紹介された。政府主導の top‐down体
制を布く米国をはじめ、欧州各国・豪で組織整備が進んでいる。国際的データベースが有
効に始動・機能する為には、研究先進国をはじめ多くの国が早期から参入する必要がある。
来年の正式参加に向けて、どの程度の国々が早期参加するか観測している状況である。一
方、日本の脳神経科学の研究者の間には、データを開示して共同利用するという文化は未
だ一般的ではない。脳科学総合センター・NI開発チームによって、視覚系のNIの基盤と
なるVISIOMEプラットフォームが開発され、利用可能な段階に至っている。この他、小
脳の発達に関する知見を統合するトランスクリプトソーム・データベースの開発が進めら
れ、脳画像解析のプラットフォーム構築が計画されている。各分野でNIの有効性が実証
される事により、日本の脳科学研究者のNIを用いた包括的な研究への参加・貢献も促進
すると考えられる。
情報通信分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  8
膀新安全技術の追求：「車車間通信」の動き
　「車車間通信」は、車と車とを直接に無線通信で繋ぎ、車両同士あるいは車両と周囲環
境との連携システムにより、情報伝達と安全確保をめざす通信技術である。現在、安全技
術としては、事故発生時の安全確保から、如何に事故を未然に防ぐかの段階に入っている。
実現法としては、車両単体での事故低減には限界があるため、車両同士や車両と周囲環境
との連携システムの研究開発も活発に進められている。2004年 10月に名古屋市で開かれ
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た ITS世界会議では、GPSで多数の車の位置をつかみ、無線通信と組み合わせて交通情
報等をやりとりするなど「車車間通信」の様々な最新技術が公開された。「車車間通信」は、
標準化、普及シナリオなどの課題があるが、実用に向けた検討が進められている。
ナノテク・材料分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  9
膀分子ワイヤーにおける導電率の比較評価
　ナノエレクトロニクス研究は、より具体的に研究の方向性が検討される時期に入ってお
り、このような段階では、正確な計測技術により、定量的で比較検討できるデータを得る
ことが重要になる。東京大学大学院新領域創成科学研究科と譁日立製作所基礎研究所の共
同研究グループは、加工精度の高いPt電極を形成して、この電極上で、合成されたナノ
ワイヤーやDNAなどの自然界の有機分子鎖（分子ワイヤー）の導電率を１本ずつ測定す
る実験を続けている。例えば、DNA二重らせん鎖の測定では、鎖１本の導電率はおよそ
30S/m（ジーメンス：導電率の単位）であり、比較的良く電気を通す有機分子鎖であるこ
とが分かった。
エネルギー分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  9
膀日米欧における風力発電への取り組み動向
　再生可能エネルギーの導入が国内外で進められ、特に、風力発電の導入は急進展を見せ
ている。デンマークは、既に、電力需要の 17％を風力発電で賄っており、コペンハーゲ
ン沖では、ミドルグルンデン洋上風力発電プロジェクトを進めている。ドイツでは、再生
可能エネルギー法を 1998 年に導入後、とりわけ風力発電の伸びが著しく、設備容量は合
計 1,700 万 kWに達し、世界一をさらに更新している。米国は、風力エネルギー生産税控
除（Production Tax Credit：PTC）を導入し、2003 年末で風力発電設備容量は約 640 万
kWになった。PTCは、2003 年末期限切れとなっていたが、2005 年末まで延長する法案
が本年９月に連邦議会で可決された。
　日本では、2003 年４月から日本版RPS法（Renewable Portfolio Standard、新エネルギ
ー等特別措置法）が施行され、2004年 9月現在、わが国には大型風車 750本が設置され、
総設備容量は70万kWに達した。風力発電の技術開発は、めざましい進歩を見せているが、
電力系統の強化や風車の立地・建設・運用に関わる規制緩和、落雷対策などの課題もあり、
今後、新たな対策も必要である。
製造技術分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  10
膀超音波化学工学の新しい側面
　超音波応用は広い工学用途を持つが、化学工学の観点からは、薬品の添加なしで環境
汚染物質を分解したり、簡単な操作で反応時間を大幅に短縮できる利点も注目されてい
る。2001 年に松浦一雄氏（譌超音波醸造所）は、超音波により混合液を霧化すること
で、混合液の分離が可能なことを示した。この操作を繰り返すことで、例えば、水とエ
タノールの混合液から濃縮エタノールを得ることができ、この方法をエタノール製造に
適用したプロセスはコスト的に実用性が高いと考えられ、産学官の共同研究が開始され
た。「科学技術動向」11 月号でも取り上げたように、エタノールの濃縮技術は、自動車
用燃料の一部を化石資源から植物資源に置き換えていくうえで重要な技術と考えられて
いる。
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フロンティア分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  11
膀日欧共同水星探査計画の搭載観測機器が選定され次のステップへ
　2004 年 11月、宇宙航空研究開発機構（JAXA）と欧州宇宙機関（ESA）は、水星を初
めて多角的・総合的に観測する国際水星探査ミッション「ベピ・コロンボ」（BepiColombo）
に搭載する観測機器を正式に決定した。JAXAが開発を担当する水星磁気圏探査機［MMO］
には５組の日欧合同チームから提案された観測機器を選定した。選定に当たった JAXA
の向井利典教授は、「日欧の惑星磁気圏探査分野における最高レベルの研究者からの提案
であり、大きな成果が期待できる」とコメントしている。
　この探査機は 2012 年に打ち上げ、高度な惑星間飛行を経て、2016 年に水星に到着し、
共同観測活動を行う予定である。この計画により、惑星磁場の起源など未解明の問題に飛
躍的な進展をもたらすことが期待される。
読み書きのみの学習困難
（ディスレキシア）への対応策　　　
̶̶ 13
　発達性難読症（Developmental Dyslexia、以下ディスレキシアと称す）とは、知能の遅れ、
感覚・運動能力の障害、注意や意欲の欠如、社会文化的障壁が無いにも関らず、文字や数
字の読み書き習得にのみ困難を来たす障害である。遺伝的素因により、書字・読字能力を
担う神経回路の発達が選択的に障害されていることが原因で、人種による変動はなく、軽
度の例を含めると、全人口の６～ 10％の人々が素因を持っていると報告されている。現
時点では、完全に改善することは無く、障害を持った人々はこれまで、多大な努力の結果
必要な読み書き能力を獲得するか、一生困難を抱えて生活せざるを得なかった。伝統的な
学習体系では、読み書きは全ての学習の基礎と見なされてきたため、ディスレキシアの児
童は、他の能力に支障が無い、或は優秀であるにも関らず、その能力を発展させる機会を
失う危険性があった。この危険を乗り越えた人の中には、独自の問題解決能力や創造的発
想、優れた空間認知等を活用し、数学・物理・美術・政治・経済などの分野で卓越した成
果を示した実例が認められている。
　日本語では、仮名表記の規則性が高く、初歩的漢字は意味を類推し易いために、障害
は比較的発見し難かった。しかし、漢字の種類や抽象度が高くなる小学校３年以降、学
習困難が増大し、中学入学以降、特に不規則性が高く音韻処理の複雑な言語である英語の
学習によって、急激に問題が顕在化する傾向がある。現在、教師は注意欠損／多動性障害
（ADHD）や高機能自閉症など行動・社会性障害に忙殺され、臨床場面でもディスレキシ
アに関する認識は低いために、適切な支援を与えられていない。ディスレキシアの学習不
振は、他者から怠けや反抗の表れと誤解され易く、本人は自信喪失や将来に対する不安に
悩み、二次的に心身症や学校・社会から離脱に至る危険性が高い。
　このため、先ずディスレキシアに関する知識を普及する一方、ディスレキシアの日本に
於ける定義と標準的検査方法を設定し、ディスレキシアの人々の現状調査を行なう事が急
務である。厚生労働省・文部科学省・法務省（矯正教育）・地方公共団体および教育機関の
連携により、生涯に渡る一貫した支援体制を確立する必要がある。すなわち、①就学前診
断の段階までにディスレキシアの可能性のある幼児を発見し、②通常教育の範囲内で、最
新の科学的根拠に基づき、苦手な能力に関する支援と得意な能力の促進を行い、③高等教
育や就職の機会を逸することなく、本人の資質に見合った社会生活を送れるよう支援する。
特集̶ 1
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光通信技術と産業の動向と
今後の進め方への提言　　　　　　　　̶̶ 26
̶シーズとニーズの融合を目指して̶
　光通信機器産業の世界市場規模は高々 10兆円程度であるが、超高速・大容量通信を可
能とするため、社会の情報通信機能を支える基幹インフラとして不可欠である。また、幹
線系だけでなくFTTH（Fiber To The Home）やひいてはパソコン以外の情報端末機器
まで光ファイバが繋がれば市場規模がさらに拡大する可能性がある。しかし、光通信業界
は、現在、北米を筆頭に世界的な不況にあえいでいる。その原因の１つは、波長多重方式
という技術イノベーションに乗って横並びの一斉投資が集中し、いわば 10年かけて育て
るべき市場を数年で飽和させてしまった、つまり、通信サービスの需要が十分伸びないま
ま、供給が先走りしてしまったところが問題であった。
　ところが、皮肉なことに、バブル崩壊後、逆にインターネット・トラフィック（traffic）
量が急増している。それは、わが国が IT国家の実現に向け日夜邁進中であり、業務やビ
ジネスの IT化が進行しており、それらのトラフィックが積算されてインターネット特有
の相乗効果が起きているためと推測できる。そのため、情報通信網の基幹インフラである
光通信分野への公的資金投入の継続が必要であり、特に研究開発投資力が弱っている企業
への資金投入が期待される。
　資金投入にあたっては、従来から実施されてきている部品供給型のシーズ優先的研究テ
ーマだけでなく、10～ 20Gbpsという高速の光ファイバ網からなる JGN II（Japan Gigabit 
Network）のような研究開発テストベッドを活用した新しい通信サービスや標準仕様の創
造という需要創出型の研究開発をセットにし、車の両輪として推進すべきである。
　現在、日本の光通信網のうちのアクセス系においてはFTTHの加入者数が 175万加入
を突破し、世界をリードしている。これは、映像、音声、データを統合するようなサー
ビスをCATV（Cable Television）で実施しようとしている欧米諸国に対し、日本がより
優位なサービスを創出できるチャンスである。そして、日本と事情の似通った韓国、台
湾、そして、中国をはじめとする東南アジアの国々と連携してFTTHや FTTB（Fiber 
To The Building）の標準化のリーダシップを日本がとることが期待される。この意味で
も、コンテンツのネット配信サービスのネックとなっている著作権問題の早期解決が望ま
れる。
　また、幹線系においては、将来予想される交換ノードのボトルネックに対応する次世代
の光通信プロトコルであるGMPLS（Generalized Multi-Protocol Label Switching：光信号
の波長を印にしてルーティング経路を決定したり、制御専用の IPチャネルを用意して実
データを光信号のままルーティングする方式）の標準化の推進において、日本の技術陣が
押し上げてきた世界に優位性を誇る部品や装置の技術を強固な盾として日本がこれまで以
上に強いリーダシップを発揮することが期待される。
特集̶２
　ディスレキシアは神経生物学的原因による障害である事が明白で、究極的には脳神経科
学によって、全容が解明されるものであり、支援教育の為の科学的根拠が提供されるもの
である。一般市民が未だ適切に把握していない脳や認知関係の研究がどのように国民の生
活に貢献するか、研究者が解り易く示す好機である。又、ディスレキシアを手始めとし、
脳の機能の多様性を尊重する考え方を普及する機会である。
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米国における大気中微小粒子・
ナノ粒子の健康影響に関する研究戦略　　　̶̶ 38
̶我が国との比較
　「急速に発展しつつある研究領域調査　平成 15年度調査報告書」で示されている 51の
領域の中に「大気中粒子状物質の健康影響」が挙げられている。本領域が急速に発展しつ
つある研究領域として抽出されたことは一般にはやや奇異な印象を与えるかもしれない。
粒子状物質を含む伝統的大気汚染物質の健康影響に関する科学的基盤はすでにほぼ確立し
たものであり、少なくとも日本では急速に発展しつつある研究領域とは無縁のものとみな
されていた観がある。
　この研究領域が発展をした直接の原因は、米国が 1997 年に大気中粒子状物質の環境基
準を改定してより微小な粒子の基準を追加し、それに続いて多くの研究資源を投入したこ
とによるものである。研究資源の投入に当たっては、全米科学評議会が専門委員会を設置
して、優先課題の選定や研究費配分などの研究戦略を練り上げ、研究の進捗管理・評価を
行った。環境基準設定のために直接的に必要な知見である「曝露量と健康影響との量的関
係」だけではなく、大気汚染物質の排出から大気中の動態、人への曝露、体内への吸入、
および生体影響発現に関わる広い分野から、政策決定における価値だけではなく、科学的
価値および実行可能性とタイミングという３つの軸で評価されて 10課題が選ばれた。さ
らに、それらの研究課題を技術的に支援する分野にも研究投資が行われた。研究費は米国
環境保護庁の内部研究機関と大学等の外部研究機関に対して競争的資金と非競争的資金の
組合せで、1998 年から 2003 年まで総額約３億７千万ドル（約 400億円）が投入された。
この研究戦略は、大気中粒子状物質に関する環境基準設定の科学的根拠の不確実性を減少
させるという直接的な目的に留まらず、大気科学、計測技術など関連する基礎科学の研究
動向にも影響を与えたと考えられる。
　我が国で環境基準を設定するためには、我が国における大気汚染とそれに曝露される居
住者の健康影響に関する疫学的知見が必要である。しかしながら、現状では大気汚染に限
らず環境汚染の関わる疫学研究の分野では研究を維持するための研究費、人材が圧倒的に
不足している。したがって、日本独自の知見を得るための短期的な研究資金投入と共に、
人材育成を視野に入れた長期的な研究助成の枠組みを構築する必要がある。
　一方、米国が行ったような莫大な研究投資が、日本でも必要かどうかという点について
は、リスクの大きさ、対策効果と費用などを定量的に見積もり、他の環境汚染に係わる健
康リスクとの対比において判断すべきである。米国の例では大気中粒子は非常に大きな健
康リスクがあり、対策効果は数百億ドルから一千億ドル程度と見積もられている。
　従来からの公害問題を源とする大気中粒子の健康影響の分野では、より粒径の小さい粒
子へとその関心を移してきた。一方で、ナノテクノロジーの進展に伴って作り出される種々
のナノ材料の毒性について関心が高まりつつある。計測技術を共通手法として、健康リス
ク評価を共通目標として両分野に接点ができつつある。ナノ粒子の毒性に関する研究を、
日本におけるナノテクノロジーの研究開発戦略の中に位置づけ、関連省庁ならびに研究機
関が一体となって、この分野におけるイニシアティブを取っていかなければならない。
特集̶３
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科学技術政策をめぐる
　　　̶̶ 47米国の科学者たち
　2003 年８月、ホワイトハウスの行政管理予算局（OMB）が公報に「レギュラトリー・
サイエンスのための査読方法に関する提案」という案を発表した。これは、連邦政府が行
う規制に関連するような研究への公的資金投入について、そのピア・レビューの質・目的・
ユーティリティ・公平性の向上を改善しようとするものである。この新提案に対して抗議
するために、2004年２月、ノーベル賞受賞者や前大統領科学顧問、元国立科学財団長官、
元国立標準研究所長など 60人が連名でUnion of Concerned Scientist（UCS）から「政策
決定における科学的公正」と題した報告書を発表した。同時に「ブッシュ政権は、政府の
都合のいいように、環境、健康、生物医学研究、そして核兵器に関する政策決定の際、科
学的事実を歪曲している」という声明を発表した。気候変動や水銀排出量、生殖に関する
保健の問題、胎児および子供の鉛中毒、職場の安全性、核兵器などに関する事項などを例
に挙げ、このOMB提案は政府寄りの偏った案であり、多くの問題を含んでいるとして政
府に抗議をした。そして現在抱えている状況に対処するためには、新しい規則や法律が必
要であること、さらに最近の政策に見られる傾向は、科学の基礎を揺るがすものであり、
早急に対処すべき事態である、とUCS報告書に記述している。
　そして、この発表されたUCS報告書に対して、マーバーガー大統領補佐官（科学技術
担当）は、現政権は実際科学を非常に後押ししてきたと反論した。全体的に科学技術に対
する予算は今まで以上に増加しており、気候変動に関するプログラムは 2001 年以来継続
されている。また大統領は、独自に米国気候変動科学プログラムを作り、科学者やステー
クホルダーから意見を集め、政府主導研究プログラムのための基準作成に対して、２つの
段階からなるレビュープログラムを作成した。このように、政府側は具体的な例を述べて、
UCSが主張していることに対して異議を唱えている。しかしながら、科学者が不満に感
じている問題はUCSによって提起された問題ばかりではない。
　そして 2004 年７月にノーベル賞受賞者 48人を含む 4,000 人以上の今までより多くの
UCSに属する科学者が、科学者の助言に対する現政権の姿勢を非難する声明に署名した。
今回のUCS声明文は、2004年２月に提出したレポートに対して、政府が十分にいまだ検
討していないことを非難するために提出された。
　科学者自らが集団となって、支持する政党の枠を超えて、科学者としてのプライドを優
先させて、今回の声明文に示されるような形で、政府の政策に対して反論した。それに対
して政府がどのように対応したのか、今後どう展開するのかが、今回の注目すべき点であ
ると思う。諸外国の科学技術分野における科学者たちの動きは常に注目すべきである。科
学者が集団となって政府に対して問題提起をするケースは、今後日本でも見られるかもし
れないし、要求される、あるいは必要になるかもしれない。環境やES細胞問題のような
複雑な問題を解決するには、科学的判断と合理的な仮定に基づき、ある程度の不確実さを
許容しながらもリスクを考慮して議論されることが望まれる。それには、科学者、行政、
そして一般市民がお互いの情報を開示し、意見を交換して理解しあうことが最も重要では
ないだろうか。
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比べてかなり少ないが、神経内科
の病気としては脳血管障害に次い
で大きな数字である。カリフォル
ニア州の取り組みに注目すべきで
あろう。
参　考
01）  Nature online, 5 Nov. 2004：
  http://www.nature.com/news/
2004/041101/full/041101-16.html
（味の素譁　都河 龍一郎氏）
膂 国際ニューロインフォ
マティクス統合機構始
動のための各国の体制
整備
　ニューロインフォマティクス
（NI）は、情報科学を活用して、脳
神経科学の分野の膨大な実験結果
や知見を解析・蓄積・統合する科
学である。脳の生理・解剖・蛋白
質発現・遺伝子的調節等や、人個
体の行動・心理・病態に関して、
包括的な解釈を行なう為に有力な
技術である。2004年OECD閣僚級
会議で、国際的なデータ共有・蓄積・
標準化を目指す、国際ニューロイ
ンフォマティクス統合機構（INCF）
の設立が決定された際、日本は参
加の意向を表明している。INCFの
日本における国内拠点設立に向け
した原因は未だ明らかではない。
　しかしながら、この疾患は遺伝
的要因と環境要因を併せ持つ人が
疾患を発症すると、研究者は考え
ている。例えば、殺虫剤は、その
影響を受けやすい人の脳細胞に大
きな影響を及ぼすので、リスクグ
ループが同定できれば、それぞれ
個人が疾患を防ぐようにライフス
タイルを変えることができるであ
ろう。
　研究者らは新たに作成されるデ
ータベースを用いて、特にこの病
気が殺虫剤や有毒な化学物質によ
って引き起こされる可能性を調べ
たいと考えている。
　現在までに、米国の幾つかの地
域または外国で患者のデータが集
められているが、集積量としては
余り大きなものではない。カリフ
ォルニア州の人口は 3,500 万人で
あり、この作業により毎年 5,000
人の患者のデータが加わることに
なる。
　このプロジェクトは、最初の
２年間は、National Institute of 
Environmental Health Sciences
と、Michael J. Fox パーキンソン
研究基金による 50 万 USドルの
支援で賄われるが、その後の運営
方式については未定である。
　日本におけるパーキンソン病の
有病率は約 0.1％であり、米国に
膀 米国カリフォルニア州
でパーキンソン病に関
する世界最大規模のデ
ータベースの作成が開
始された
　米国カリフォルニア州でパーキ
ンソン病患者に関する巨大なデー
タベースの作成作業がスタートし
た。このデータベースが完成する
と世界最大の規模になる。この作
業は本年９月末、新しくパーキン
ソン病と診断された全ての患者を
中央のデータベースに登録するこ
とを、医者に対して義務付ける法
案に州知事がサインしたことによ
って正式に承認された。
　パーキンソン病は脳内のドーパ
ミンを作る細胞が死滅するか、ま
たは損傷を受け、体の震え、硬直、
運動能力低下、平衡維持障害等の
症状を呈する。米国における有病
率は約２％と考えられているが、
有病者のうち他の疾患を併発して
亡くなる患者もいるため正確な数
字は把握されていない。最近の数
多くの研究や調査結果から、この
疾患の原因として、遺伝的要因は
一部であり、広い範囲の環境的要
因、例えば殺虫剤、食物中の重金
属や溶媒、頭の外傷などが原因と
して示唆されているが、はっきり
科学技術
トピックス
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て調査・研究を進めている、理化
学研究所・脳科学総合センターが、
12月１日に「国際ニューロインフ
ォマティクス研究会―日本の国内
拠点設立に向けて―」を開催し、
各国の関係者が、自国の推進体制
の整備状況を紹介した。
　INCFへの実質参加は、来年以降
の正式な参加登録と資金拠出とい
う手順を要する。米国はNI関係の
予算は潤沢であると表明しており、
独・仏・英・スウェーデン・スイ
スなど欧州各国や豪州も、国内体
制はほぼ整っている状況である。
しかしEUの第６次フレームワー
ク・プログラム（FP6，2002～2006年）
には、NI研究として応募できる項
目さえなく、加盟各国がどれ程自
力で早期参加してくるか、未だ完
全に予測は出来ない。日本も、各
国の動向を見据えて、参加時期を
勘案している。
　INCFが実質的な有用性を持つに
は、特に研究先進国から多くの研
究者が率先して参加する事が必要
とされる。欧米では近年、データ
を共有して多くの研究者が活用す
ることによって、総じて科学自体
が進歩することを優先する文化が
浸透してきている。米国では、政
府から50万ドル以上の助成を受け
る研究についてデータの共有化義
務があり、この範囲で top‐down
の強制ができる制度になっている。
日本の脳神経科学分野の研究者に
は、データを開示して共同利用す
るという文化が未だ一般的ではな
い。理化学研究所・脳科学総合セ
ンター・NI開発チームでは、NI普
及に関する調査・NI支援環境の開
発・視覚系の情報処理機構に関す
る実験研究の一環として、視覚系
のNIの基盤となるVISIOMEプラ
ットフォームの開発が進み、利用
可能な状態になっている。一方、
視覚系研究以外に、日本で研究
の進んでいる分野として、小脳
の発達機構がある。発達過程に
於ける遺伝子発現の空間的・時
間的動態を総合的に把握する為、
小脳発達トランスクリプトソーム・
データベース（CDT）が開発され
ている。又、ヒトの認知機能の解
明に必須な脳活動画像解析の、NI
基盤整備が計画されている。CDT
や画像解析は未だ、プラットフォ
ーム開発が着手されていない段階
だが、日本の脳神経科学の各分野
において、得られた知見を解析で
きるNIを開発・拡充し、効用を実
証することにより、研究者のNI活
用とデータ供与などの貢献が進む
と考えられる。
（理化学研究所・脳科学総合センタ
ー「国際ニューロインフォマティ
クス研究会―日本の国内拠点設立
に向けて―」）
膀 新安全技術の追求：
　「車車間通信」の動き
　高度道路交通システム（ITS）は、
最先端の情報通信技術を用いて人
と道路と車両とを情報でネットワ
ークすることにより、交通事故、
渋滞などといった道路交通問題の
解決を目的に構築する新しい交通
システムである。現在、安全技術
としては、事故発生時の安全確保
から、如何に事故を未然に防ぐか
の段階に入っている。実現法とし
ては、車両単体での事故低減には
限界があるため、車両同士や車両
と周囲環境との連携システムの研
究開発も活発に進められている。
　2004 年 10 月に名古屋市で開か
れた ITSをテーマにした世界会議
では、自動車メーカ、ITメーカ
各社から様々な最新技術が公開さ
れた。そのなかで注目されたのが
「車車間通信」である。車と車と
を直接に無線通信で繋ぎ、車両同
士あるいは車両と周囲環境との連
携システムにより、情報伝達と安
全確保をめざす通信技術である。
　「車車間通信」では、無線端末
は自身がネットワークにアクセス
する機能のほかに、通信を中継す
る「中継局」の機能を持っており、
近傍に位置する無線端末間で通信
ができる（マルチホップ通信とい
う）。個々の車に無線端末を搭載
する必要があるが、車同士でネッ
トワークが構成され、データが転
送されるため多様な応用が考えら
れる。
　「車車間通信」の用途は、安全
面のアプリケーションと単なる情
報伝達に区別される。安全面では
高速の情報伝達が要求される一
方、単なる情報伝達では IPレベ
ルのスピードで十分である。その
ため、用途に応じてプロトコルを
分けた議論がされている。
　ITS世界会議から具体事例を概
観すると次の通り。NECは独ダ
イムラークライスラーなどと共同
で、複数の車をマルチホップして
情報を伝達する「車車間通信」の
共同実験「フリートネット・プロ
ジェクト」を紹介した。GPSで多
数の車の位置をつかみ、無線通信
と組み合わせて交通情報等をやり
とりする。実験はドイツで６台の
車を時速数十Kmで走らせ、それ
ぞれの正確な位置や障害物の情報
が他のすべての車に同時に伝わる
ようにした。この技術を用いると、
走行中の車のブレーキの踏み具
合などを、付近を走行中の複数の
車に連続的に伝達し、危険が迫っ
た車のドライバーにはブレーキを
踏むなどを指示するアプリケーシ
情報通信分野
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膀 分子ワイヤーにおける
導電率の比較評価
　次世代情報プラットフォームの
構築は、ナノエレクトロニクスの
発展に期待するところが大きいと
言われているが、世界的に見ても、
より具体的に研究の方向性が検討
される時期に入ってきた。このよ
うな段階に入ると、これまで各研
究者が異なった方法によって定性
的に示してきた実験データを、正
確な計測技術により、定量的なデ
ータとして比較検討できるものに
することが重要になる。
　合成されたナノワイヤーや
DNAなどの自然界の有機分子鎖
（分子ワイヤー）の電気特性につ
いて、これまでにも数多く発表
されているが、測定結果に統一的
な見解が得られていない。例えば
DNA二重らせん鎖の導電率測定
では、金属的であるという結果か
ら、全く反対の絶縁体的であると
いう結果まで様々である。
　東京大学大学院新領域創成科学
研究科と譁日立製作所基礎研究所
の共同研究グループは、加工精度
の高いPt 電極を形成して、この
電極上で分子ワイヤーの導電率
を１本ずつ測定する実験を続け、
種々の分子ワイヤーの比較評価を
行なっている。この共同研究グル
ープは、原子間力顕微鏡（AFM）
リソグラフィーにより、約 100nm
の狭い間隔で平行に並んだ４本の
Pt電極を加工した。このPt電極
の表面凹凸は 0.3nm程度と極めて
平滑である。AFMを用いて１本
の分子ワイヤーをこの４本のPt
電極上に橋渡しするように乗せ
て、四端子法による測定（導電率
を測定する基本的な方法）を行な
う。また、導電率測定後に分子ワ
イヤーをAFMで観察しながら切
断してワイヤーの部分的な測定を
行ない、得られた導電率が分子ワ
イヤー１本に起因しているものか
どうかを確認することもできる。
例えば、今回行なったDNA二重
らせん鎖の測定では、鎖１本の導
電率はおよそ30S/m（ジーメンス：
導電率の単位）であり、比較的良
く電気を通す有機分子鎖であるこ
とが分かった（下村他、第 53回
高分子討論会（2004））。
　本研究は、科学技術振興調整費
による「新しい情報処理プラット
フォームのためのアクティブ原子
配線網に関する研究」の一環とし
て行なわれている。このような計
測実験の積み重ねが、分子スイッ
チや分子配線の構成イメージを具
体化していくうえでの重要な基礎
データとなる。
ナノテク・材料分野
ョンも将来的には考えられる。数
Km先の車の走行状態が分かれば
渋滞も回避できる。2008年までに
技術を確立し、当面は安全情報シ
ステムとして実用化を目指す。沖
電気工業はビルなどが障害物とな
り、「車車間通信」が難しいとさ
れる交差点などでも車が互いの位
置や走行状況を認識する技術を展
示した（出展：ITS世界会議から）。
　これら「車車間通信」の標準化
に関して言えば、米 、欧州でそ
れぞれに活動を行っており、日本
では、現在動向調査が行われてい
る。普及シナリオに関して言えば、
安全面を考慮するとシートベルト
のように強制的に装着することも
考えられているが、ユーザに受け
入れられるかが鍵となる。最初の
段階は路車間通信のサービス（路
側インフラを介したインターネッ
ト接続など）から開始することも
考えられている。
エネルギー分野
膀 日米欧における風力発
電への取り組み動向
　地球環境問題がますます顕在化
しつつある中、再生可能エネルギ
ーの導入が国内外で進められてい
る。特に、風力発電の導入は急進
展を見せている。世界の風力発電
の総設備容量は、2004年６月には
4,000 万 kWを越えた。
　デンマークは、既に、電力需要
の 17％を風力発電で賄っており、
コペンハーゲン沖では、ミドルグ
ルンデン洋上風力発電プロジェク
トを進めている。ドイツでは、再
生可能エネルギー法①を 1998年に
導入後、再生可能エネルギーの総
電力需要に対する割合が、4.6％か
ら 10％へ倍増。とりわけ風力発電
の伸びが著しく、設備容量は合計
1,700 万 kWに達し、世界一をさ
らに更新している。立地はすべて
陸上だが、15ヶ所の大型洋上風力
発電基地の申請が出ており、うち
４ヶ所で認可、１基地の規模は40
万 kWになる。2005 年末には第
１号が完成予定で、2010年では洋
上を 500 ～ 700 万 kW、2020 年で
は風力全体で 2,500 ～ 3,000 万 kW
を目標としている。
　米国は、風力エネルギー生産
税控除（Production Tax Credit：
科学技術動向　2004 年 12 月号
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が設置され、総設備容量は 70万
kWに達した。2010 年の導入目標
値は 300万 kWである。
　風力発電の技術開発は、最近の
10年間で、①風車専用厚翼による
風車大型化、②出力制御の可変化、
③発電機の高効率化など、めざま
しい進歩を見せている一方、
① 風力適地における電力系統の強
化
② 風車の立地・建設・運用に関わ
る規制の緩和、標準化
③ 落雷対策
　のような課題もあり、今後、新
たな対策も必要である。
製造技術分野
膀 超音波化学工学の新しい
側面
　超音波の工業応用は、機械的な
振動を用いるものばかりでなく、
振動子材料に付随する電気的な効
果による通信部品への応用、液中
での超音波伝播により生成した気
泡の圧壊を利用したソノケミスト
リーという分野など極めて広い。
新しい化学工学への応用という観
点からは、薬品の添加なしで環境
汚染物質を分解したり、簡単な操
作で反応時間を大幅に短縮できる
利点も注目されている。
　液中から液面方向に向けて 2.4 
MHz程度の超音波を照射すると、
液体が微粒化して霧が生じ、こ
のような技術は、従来から灯油燃
焼器や加湿器などに応用されてき
た。2001年に松浦一雄氏（譌超音
波醸造所）は、水とエタノールの
混合液を超音波霧化して得られた
微小液滴中では、エタノール濃度
が高くなっていることを発見し、
超音波により溶液の分離が可能な
ことを示した。この操作を繰り返
すことで、99.9％以上のエタノー
ルを得ることも可能である。
　「科学技術動向」11月号でも取
り上げたように、現在、エタノ
ールの濃縮技術は、自動車用燃料
の一部を化石資源から植物資源に
置き換えていくうえで重要な技術
と考えられており、種々のプロセ
スが検討されている。現在主流の
蒸留による精製プロセスは、装置
のスタートアップに手間と時間が
かかり、加熱と冷却を要するエネ
ルギー消費型のプロセスであるた
め、精製コストが全製造コストの
40％にもなる。これに対して、超
音波霧化は設置と操作が簡単で、
溶液加熱が不要な省エネルギー型
プロセスであるため、試算では、
エタノールの精製コストが３分の
１に減り、エタノールの製造コス
用語説明
①再生可能エネルギー法
　電力事業者が、発電事業者のどんな再生可能エネルギーでも電力を買い取る
制度。買い取り価格は、中身に応じて細かく設定し、技術レベルの高いエネル
ギーは高く購入する。
デンマーク・ミドルグルンデン洋上風車
http://www.sky.sannet.ne.jp/masaya-u/wind/
03_1003_denmark01.htmより
PTC）を導入し、2003年末で風力
発電設備容量は約 640万 kWにな
った。米国風力エネルギー協会に
よると、この５年間で年平均28％
の伸び率で増加している。PTC
は、2003年末期限切れとなってい
たが、2005年末まで延長する法案
が９月に連邦議会で可決された。
PTCにより、風力発電設備で生
産される電力 1kWhあたり 1.5 セ
ントの税額が控除される。風力エ
ネルギー協会は 2020 年までに国
内電力の６％を風力エネルギーで
まかなう目標をたてている。
　日本では、2003 年４月から日
本版RPS法（Renewable Portfolio 
Standard：新エネルギー等特別措
置法）が施行され、風力発電の導
入がいよいよ活発化しつつある。
1980 年代初めにサンシャイン計
画の一環として 100kW級パイロ
ットプラントの開発からスタート
し、政府による導入促進策や電力
事業者による風力電力の優遇買い
上げ自主メニューの設定など、い
くつかの効果的な施策が講じられ
て、1990年代中期以降、風力発電
の導入量は急増した。2004年９月
現在、わが国には大型風車 750本
科学技術動向　2004 年 12 月号
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フロンティア分野
膀 日欧共同水星探査計画
の搭載観測機器が選定
され次のステップへ
　2004 年 11 月、 宇 宙 航 空 研
究開発機構（JAXA）と欧州宇宙
機関（ESA）は、国際水星探査
ミッション「ベピ・コロンボ」
（BepiColombo）に搭載する観測
機器を正式に決定し、次の段階に
進みだした。
　太陽に最も近い水星はいわば
「未知の惑星」で、水星探査は太
陽系科学における長年の課題の一
つであった。しかし、水星を探査
するには太陽光による熱入力が
地球近傍に比べて最大 10 倍にも
達する灼熱環境に耐えなければ
ならず、かつ水星周回軌道への
投入に多大な燃料を要する。この
ため、これまでの水星探査として
は 1970 年代に米国のマリナー 10
号が３回の通過観測を行っただけ
であった。
　「ベピ・コロンボ」計画は、JAXA
と ESAの国際共同により、水星
の磁場・磁気圏・内部・表層を初
めて多角的・総合的に観測し、そ
の全貌解明を目指す野心的なプロ
ジェクトである。この目標に向け、
本計画では最新の耐熱・耐放射線・
省燃料・軽量化技術を用いて、２
つの周回探査機、すなわち惑星表
層・内部の観測を行う水星表面探
査機［MPO］（ESA担当、図１）と、
磁場・磁気圏の観測を行う水星磁
気圏探査機［MMO］（JAXA担当、
図２）を同時に送り込むことを目
指している。2012年にこの２機を
一体で打ち上げ、金星及び水星の
スイングバイを４回行うなど高度
な惑星間飛行を経て、2016年の水
星到着後に分離して共同観測活動
を行う予定である。
　「MMO」搭載観測機器は、11月
の宇宙理学委員会において表１に
示す５種類が正式決定された。こ
れらの装置を開発し、観測データ
解析などに参加する共同研究者の
総数は、主任研究者（PI）を含め
ト全体としても１割程度低減でき
る可能性があり、実用性が高いと
有望視されている。
　松浦氏は、名古屋大学の二井
晋助教授、同志社大学、C産業技
術総合研究所、超音波機器メーカ
ーの本多電子譁との産学官の共同
研究で新技術開発に取り組んでお
り、今年度から２年間の計画でC
新エネルギー・産業技術開発機構
の研究開発型ベンチャー技術開発
助成事業として採択された。この
産学官共同研究では、超音波霧化
と膜分離技術を組み合わせること
で、蒸留濃縮工程に代わる植物資
源からの省エネルギー型のエタノ
ール製造プロセスを確立すること
を目指している。
観測ミッション
（観測機器名）
主任研究者の国名
（機関名） チーム人数
国・地域別内訳
（PI・副PIを含む） 観測機器の概要
磁場計測
（MERMAG‐M/MGF）
オーストリア（IWF） 35人
日本 14、欧州 19、
米国２
日欧から高性能３軸磁力計を２つ搭載
統合粒子計測（MPPE） 日本（JAXA） 65人
日本 22、欧州 39、
米国２、台湾２
日欧から低～高エネルギー電子・イオン、中性粒子な
ど７つの高性能粒子計測器を搭載
電場/波動 /電波計測
（PWI）
日本（京大） 45人 日本 20、欧州 25
４本のアンテナと３軸磁場センサを持つ複合電場・磁
場広帯域受信機を搭載
大気分光撮像（MSASI） 日本（JAXA） 20人 日本 13、ロシア７
水星から放出される希薄ナトリウム大気の撮像装置を
搭載
ダスト計測（MDM） 日本（独協医大） 12人 日本 10、欧州２
太陽・水星近傍で水星・惑星間・恒星間ダストを検出
する計測器を搭載
《表１》MMOに搭載予定の観測装置
※ IWF：Das Institut für Weltraumforschung　オーストリア宇宙研究所
《図１》水星表面探査機
 Mercury Planetary
 Orbiter［MPO］
《図２》水星磁気圏探査機
 Mercury Magnetospheric
 Orbiter［MMO］
ESA提供 京大生存圏研究所提供
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験を行い、2012年度にロシアのソ
ユーズロケットにより打ち上げる
計画である。
　本計画により、「惑星磁場の
起源は？」「磁気圏現象は普遍的
か？」「太陽近傍での惑星形成と
進化は？」など、未解明の問題に
飛躍的な進展をもたらすことが期
待される。
で承認された。
　搭載観測機器が選定されたこと
で、本計画の基本構成はほぼ確定
し、日欧双方で具体的な本格開発
に入ることになる。2005年度から
探査機の予備設計を開始し、2007
年度の欧州での共同試験を経て
2010年に実機の製作・試験を完了
する。その後、欧州で全体総合試
て 177 名に上る。機器選定に当
たった JAXA の向井利典教授は、
「どの観測機器も日欧の惑星磁気
圏探査分野における最高レベル
の研究者からの提案であり、大
きな成果が期待できる」とコメ
ントしている。「MPO」の搭載観
測機器についても 11月に行われ
たESAの科学プログラム委員会
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特集膀
読み書きのみの学習困難
（ディスレキシア）への対応策
ライフサイエンス・医療ユニット　石井　加代子
1．はじめに
　脳の研究が進むにつれ、ヒトに
普遍的に備わる機能の解明ととも
に、個々人の機能の多様性を解析
する事も可能になりつつある。総
じて健常な脳機能を有し、自立
して生活することの出来る人々に
も、特定の作業が困難で他の人に
比べて多大な努力を要する事があ
り、このために不利な状況に陥る
危険性がある、という捉え方が広
まっている。小学校の教室を思い
返した時、普段会話をしていると
きは流暢に話す事が出来、発想が
豊かであるにも関わらず、教科書
を音読するように指名された途端
しどろもどろになったり、内容に
関する質問になかなか答えられな
くなったりする級友が居た事に思
い当たる人も少なくないはずであ
る。中学以降での英語の音読でも
然り。年齢とともに、音読するこ
とを求められる機会は減るが、こ
のような児童・生徒や学生の多く
は発達性難読症（Developmental 
Dyslexia、本稿では以下ディスレ
キシアと略す）を有す可能性が
あり、文章の読み書きが遅く、読
み間違いや飛ばし読み、綴り違い
が多いという困難が一生続いてい
る。黙読も含め文章の読み書きは、
学校教育や多くの職場での作業、
職能向上に重要な地位を占めてい
るため、他の能力が正常或は優秀
であっても、読み書き障害ゆえに、
その才能を発揮し促進する機会を
失う危険性がある。又、このよう
に自分の才能を活かせず、周囲か
ら才能や意欲が無いと誤解される
事が、自信喪失・不安・重圧・疎
外感につながり、心身症や学校・
社会からの離脱を引き起こす可能
性も指摘されている。
　児童が初等教育を開始する際、
読み書き障害を早期に発見し、適
切な時期に必要な処置を施すこと
により、出来得る限り通常の教育
環境で学習し、持てる能力を伸ば
し、満足のゆく生活を送る事が出
来るように支援する体制を整える
必要がある。そのため、①早急に
ディスレキシアの日本に於ける現
状調査を実施し、②原因、症例、
精度・感度の高い早期診断方法に
関する研究や、障害を持つ人々を
支援する体制・教材に関する研究
開発を推進する必要がある。
2．ディスレキシアとは何か
２‐１
定　義
　“ディスレキシア”とは、知能
障害や感覚・運動障害、注意力
や意欲の欠乏、家庭や社会的要
因による障壁が存在しないにも関
わらず、神経学的基盤の発達障害
によって、読み書きの修得のみに
困難を示す障害の事である（補記）。
脳科学や臨床医学・心理学では、
developmental dyslexia 及びその
訳である発達性難読症やディスレ
キシアが古典的に使われてきた。
近年、様々な視点から、発達性
読み書き障害やディスレクシア
などが使われている。「今後本人
や家族が日常使うには、簡便で
“障害”などを強調しない呼称を
用いるのが望ましい」という観点
から、本稿では敢えて“ディスレ
キシア”と記す。いずれ、有識者
を募って社会的通称を定める事が
有用である。
２‐２
有症率
　先天的に神経学的素因の発現す
る頻度には、国や人種による差は
認められず、軽度の例を含めると、
全人口の６～10％の人々が素因を
持っていると報告されている3～５）。
しかし障害のある人にとっては、
音韻と綴りの関係が不規則な言葉
が特に読みにくいので、使用言語
が不規則表記を含む度合いが高い
14
科学技術動向　2004 年 12 月号 読み書きのみの学習困難（ディスレキシア）への対応策
15Science & Technology Trends   December  2004
特集1
と、学習過程における言語獲得
の困難として顕在化する程度が高
い。日本語は、仮名の規則性が高
く、読み方が分からなくても漢字
から意味が推測される事があるた
め、ディスレキシアは他言語に比
較すれば顕在化し難いが、網羅的
検査は行なわれていない。２都市
（人口 40万人と５万人）の３つの
公立小学校（1～ 6年次）の調査
でディスレキシア顕在化率は、音
読に関し、平仮名１％・カタカナ
２～３％・漢字５～６％、書字で
は平仮名２％・カタカナ５％・漢
字７～９％となっている６）。
２‐３
読み書き障害内での位置
　先ず、ディスレキシアは読み書
きが出来るが、遅く・間違いが多
い兆候を示し、完全に読字能力を
欠く失読症状とは区別される。
　語源的には（dys ＋ lexia）、読
字の困難を指す。一度言語能力を
獲得した後、脳梗塞・外傷・腫瘍
などによって読み書き能力が障害
される後天性（獲得性）難読症で
は、局所的損傷の場合、読みの障
害のみが出現する事がある。損傷
部位が広い症例に対しては、脳機
能の局在と損傷箇所の関連を詳細
に調べて、複合的症状を各要素に
わけて検討する動きが早くから広
まっていた 10）。治療には、専門医
の他、後天的難読症専門の言語聴
覚士が関与している。一方、発達
性のディスレキシアでは、程度の
個人差はあれ、読字・書字・字に
関する記憶や想起に障害を来たす。
脳の発達過程で、言語特異的な神
経回路の形成は、言語に晒される
以前の胎児期から既に始まってい
るが、ディスレキシアの場合、先
天的要因によって、読み書きに関
与する神経形成が選択的に不全と
なることが原因である。近年、デ
ィスレキシアに関しても、障害部
位と症状の様相の関連付けに関す
る研究が進められている。治療に
は医師（小児・小児神経）の他、発
達期専門の言語聴覚士が関与する。
　注意欠陥／多動性障害（ADHD）
や高機能自閉症でも、①読み書き
の基盤となる神経回路の発達が障
害されている事が多く、この場合
多様な病相の一部として読み書き
障害を示す、②或は、注意力の欠
損や、言語を含めた他者との相互
作用に対する無関心によって、二
次的に読み書きの習得が妨げられ
る場合がある。下記の現状を鑑み
て、早急にディスレキシアの実態
調査をし、他の障害との診断・支
援方法の区別を明確にし、臨床・
教育場面での正確な知識の普及を
徹底する必要がある：
① 行動や社会性に問題を示す自閉
蘆国際ディスレキシア協会（IDA）の定義
　dyslexia：（全訳）ディスレキシアは、神経生物学的
原因による特異的な学習障害である。単語認識の正確さ
と流暢さの一方或は両方の困難、綴りとデコーディング
（文字記号の音声化）の達成度の低さによって特徴付け
られる。これらの障害を引き起こす典型的要因は、通常
他の認知能力や有効な教授内容から期待される水準と格
差のある、言語の音韻要素に関する欠陥である。二次的
に、読解の問題や読書行為の減少を引き起こし、語彙や
基礎知識の拡充を妨げる可能性がある１，２）。
蘆世界保健機構の定義
　特異的読字障害Specific Reading Disorder：（概略）
読字力の発達の顕著な特異的障害を主徴候とする。単に
精神年齢、視覚障害の程度、或は不適切な学校教育によ
って説明され得ない。読みの理解、読みによる単語認知、
文字の読み上げ、及び読みを必要とする課題処理、など
のいずれも障害される可能性がある。綴りの困難が伴う
ことも多く、読字がかなり改善した後でさえ、青年期に
入っても持続する事が多い２）。
　この他米国精神医学会の診断基準（DSM‐IVTR）が、
日本でも用いられる事がある。
蘆読み書きに限って何故？
　現存のヒトが出現したのは25万年前頃。言語能力の
基盤は同時期に形成されている。遺伝情報解析の手法を
応用して、派生言語間の類似性を解析する事により、印
欧語は7,800～ 9,800年前のアナトリアの言語から派
生したと推定され７）、源語の起源はそれより遥かに古い
はずである。洞窟の壁画に認められる最古のシンボル使
用（記号化・符号化）や多様な技術発展の起こる５万年
前頃迄には、現時のような音声言語が発展していたと考
えられている８）。文字言語の出現、即ち「音声言語を記
号で表し（書字）、この記号を音声言語に変換する（読字）」
という行為の始まりは、3,000年前の甲骨文字や5～
6,000年前のメソポタミア文字出現よりも大きく遡らな
いだろう。読み書き能力の歴史は、かくも短い。これまで、
文字を持たない民族は存在したが、いくら密林の奥深く
分け入り、離れ小島を訪ねても、話し言葉を持たない民
族は、見つかったためしは無い。ひとたび人の世にヒト
として生れ落ちれば、重篤な障害が無い限り、独りでに
言葉を話し始める。音声言語は生得的な能力であるが９）、
読み書きはいかなるヒトも、意図的な訓練によって熟達
化しなければならないという歴然とした差があるのだ。
《補　記》
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静かで社会性や会話の問題の無
いディスレキシアは、支援を必
要とする事が見逃され易い。
症やADHDの児童、および聞く・
話す能力に障害のある児童に大
人の注意が集まりがちで、一見
② 日本ではディスレキシアが未だ
一般に良く知られておらず、自
閉症やADHAと混同され、不適
切な対応を受ける危険性がある。
③ ディスレキシアは有症者が多
く、読み書き困難のある児童の
中でも半数以上を占める。
④ 一方、早期に適切な支援を開始
すれば、児童はADHDや自閉
症に比べ比較的容易に通常授業
に同調できる。
２‐４
症　状
　ディスレキシアの人々の示す
症状は、一様でなく、個々人ごと
に苦手の様相や程度が異なる。読
字では、流暢さの欠如・飛ばし読
みなどの兆候が見られる。書字で
は、鏡像文字・字体の変形・創字・
見たばかりの字形の想起困難・黒
板の字の書き写し困難が認められ
　図表１　 発達障害・読み書き困難の中での
 ディスレキシアの位置（概念図）
全児童の 10％程度にディスレキシアの素因があるとされるが、重症度や言語
の要素により、症状の顕在化する度合いは異なる。各症状の重複に関する諸
説については、専門論文を参照するよう。
科学技術動向研究センターにて作成
　図表２　読み間違い、書き間違いの実例
a1：形からの類推の例
a2：意味からの類推の例
b1：７歳、１児童
b2：複数の児童の例
小池の知見 11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
誤 正
ａ．読み間違い
粉を練
あつめる
る 粉を練
ね
る
お肉が安
おいしい
いです お肉が安
やす
いです
ｂ．書き間違い
 
1
平仮名
 
さかな
めがね
2
漢字
語　鳥　健
湖　庭　州
2
1
16
科学技術動向　2004 年 12 月号 読み書きのみの学習困難（ディスレキシア）への対応策
17Science & Technology Trends   December  2004
特集1
る。一般に平仮名、カタカナ、漢字
の順に難易度が増す。数字も仮名
と同様に、鏡像文字や変形、無意
味字を生じ、読み間違いを起こす
事がある。数学本来の、推論や論
理操作は正常であり、優秀な事も
ある。
２‐５
検査方法
盧心理検査
　現在、一般的な心理検査法や失
語症検査法を用い、総合的に ｢視
聴感覚や運動機能に全般的障害は
なく、言語の中でも読み・書き項
目だけに困難がある ｣ことを判断
している。ディスレキシア特異的
に開発された検査はなく、日本の
状況にあった検査方法の開発は有
意義である。
盪学力検査
　通常、実学齢よりも１～２年低
学年の文字や数字を用いて、読み
と書きとり、図形の模写の能力を
検査する。ディスレキシアの場合
２学年前に習得しているはずの字
でも間違いが顕著に多く、正解率
に差がない場合も、顕著に長い時
間を要する 12）。現在日本では、検
査に用いる平仮名・カタカナ・漢
字の標準が無い。研究や健診、診
療等に共通の基準を用いるため、
標準検査文字の種類と提示方法を
制定する必要がある。
２‐６
経　過
盧幼児期
　一般に子供は４歳程度から、文
字に興味を示し始める。ディスレ
キシアの幼児は、読み聞かせや絵
には興味を示しても、印刷物や文
字に興味を示さないという兆候を
現している。スウェーデンでは、
遺伝的にディスレキシアを発症し
やすい幼児（後述）と対照児を、
誕生時から就学期まで追跡調査す
る研究が実施され、早期に発見す
る為の指標が検討されている３，13）。
又、３歳半頃から兆候が見られる
という知見も得られている 14）。
盪就学期
　日本では、現在多くの児童が、
小学校就学時（６歳）には既に平
仮名を読み、６割がた書く事が出
来る 15～ 17）。小学校への就学時健
診は、ディスレキシアの可能性の
ある幼児を発見し、通常学級への
就学に備えた支援を始める好機で
ある為、検査体制の整備を検討す
るべきである。読み書きの苦手は
早期から現れているが、小学校低
学年では、学習内容が未だ単純な
ことと子供の努力により、軽度な
らば一見問題点が目立ち難い。読
み書きに顕著な支障が無いにも関
わらず、算数が出来ない、或は文
章問題だけ解きづらいという徴候
として目にとまる例もある。この
ような児童の学習能力の不均衡に
関して、教師や親による発見を促
進するため、留意事項の資料作成
と普及が有用である。
蘯小学高学年
　小学３年次頃から、習得すべき
漢字の数や抽象度が増大し、学習
内容が複雑になるため、沢山練習
を繰り返す等といった子供自身の
努力では解消できなくなり、問題
が増加する。又、10 歳頃になる
と、自分と他者の能力を比較して
自己評価し、自分の才能や嗜好を
勘案して将来の自己像を思い描く
ようになる。読み書きの遅れを自
覚したり他者から指摘されたりす
ると、自信喪失や将来への不安を
招く可能性が出てくる 18）。10 歳
の子供が「自分は読み書きが出来
ない・頭が悪い」と思い込んでし
まったら、現在の日本で「大人に
なって成功している自分」を想像
できるだろうか？　日本の大学医
学部で唯一、LD（学習障害）施
設を設けている大阪医科大学で
は、学習障害としてディスレキシ
アが来院するのは、殆ど小学校の
１～３年次である。ディスレキシ
ア自体の顕在性の増す高学年の児
童は、何故学習障害医療を訪れな
いのだろう？　「読み書きの問題
よりも心身症の問題の方が重篤に
なっていて、心身症医療に来院し
ている（鈴木 周平医師）」のであ
る。比較的重度のディスレキシア
にとっては特に、小学校低学年で
の適切な支援が必須である。
盻中学校
　英語は音韻が複雑であるうえ、
不規則な表記が多く、ディスレキ
シアの人々にとっては困難な視・
聴覚的処理を多く含むため、症
状が顕在化し易い言語である 19）。
そのため、中学校で英語教育が
始まると、「日本語による授業で
は（一見）問題が無いのに、英語
の学習が進まない」という徴候と
して現れる。これは日本だけの現
象ではなく、日本語同様に表記と
音韻の乖離が少ないイタリア語使
用圏でも生じる。現時点で日本の
英語教師の殆どは、ディスレキシ
アの存在さえ知らない。更に英語
学習の遅れを克服しようと生徒・
学生が門戸を叩く英語塾でも、デ
ィスレキシアに関する知識は普及
していない。英語教育に関与する
人々が早急にディスレキシアの問
題を把握し、英語圏の状況を参照
して、支援体制を整備する事は必
須である。
　一方、日本語での学習に於いて
も、他の子供に比べて読み書きに
多大な労力を割かなければならな
いため、意味内容の読解や語彙・
知識の増大が妨げられている 20）。
この影響による他者との格差が蓄
積し、中学以降では軽度のディス
レキシアでさえ、二次的に学習の
遅れる危険性が増す。
　数字についても読み書きの困難
な児童もいる。しかし、数学の本
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質である、論理操作や推論は本来、
ディスレキシアでは阻害されず、
むしろこの分野に優れた才能を示
すディスレキシアが存在する 21）。
脳科学の分野でも、数学的処理に
は２種の脳機構が関与している事
が分かってきている。苦手な作業
を支援するだけでなく、得意な作
業を見つけて、その方面の才能を
助長する、或は得意な作業を介し
て苦手な作業の遂行を促進する迂
回方法を活用する事が重要である。
眈高等学校以降
　試験では、所定時間内に問題を
読解し、回答を書き記さなければ
ならないため、読み書きの遅く間
違いの多いディスレキシアは本来
の力を提示できない。このため、
入学試験や就職試験で不本意な結
果に終わる事が多い。英国では、
試験時間などの優遇措置がとら
れ、ディスレキシアの大学入学を
支援している。しかし、大学での
膨大な授業内容の処理や提出文章
の作成に対応しきれず、離脱する
学生もいる。情報の横溢する現代
社会では、就職後も、多くの職場
で多量の文章を正確・迅速に取り
扱う事を要求され、ディスレキシ
アの困難は一生続く。
２‐７
ディスレキシアの原因
　心理・学習面での定義を表層的
に捉えてしまうと、他の障害もデ
ィスレキシアに含めてしまう可能
性があったが 22）、脳神経学的研究
により、生物学的基盤に関する知
見が増大した。ディスレキシアの
原因に関して未だ決定的な説は出
ておらず、原因解明のため基礎研
究の推進が必要である。
盧解剖学的要因
　殆どのヒトで言語の優位脳は、
左側脳半球に存在し、大脳皮質の
言語野は右半球の相同部位よりも
拡大している 23）。言語野の左右非
対称性は、胎生 31週には既に観
察され 24）、言語能力生得説の根拠
の一つとなっている。ディスレキ
シアの脳では、言語野の左右非対
称性が減少している事が解剖学的
にも 25）、画像解析によっても 26）
観察されている。又、左脳半球の
言語野を中心とした、大脳新皮質
の微細な（幅0.2mm程度）構造異
常の分布が報告されている 27）。
盪生理的要因
　熟達者は意識しないで行って
いるが、通常の書字を言語として
理解する際には、視覚情報を音声
情報に変換しており、流暢な読文
にはミリ秒水準の速い情報処理や
眼球運動が必要とされる。感覚感
受する段階から大脳段階まで、速
い情報処理を行う大細胞性経路と
遅い情報処理の小細胞性経路があ
る。ディスレキシアでは、大細胞
性の経路が解剖学的にも情報伝達
速度からも変化しているという説
が多く提出されている 28）。
　通常、安静時に比べて読み書き
作業時には、左半球の言語野の活
動が活性化するが、非侵襲性脳活
動画像解析によると、ディスレキ
シアでは読み書き中の言語野の活
性化が小さいという知見が得られ
ている（図表３b）29）。
　心理学的にも、速い視覚・聴覚
　図表３　ディスレキシアの要因
　ａ　脳の機能分布とディスレキシアの要因の模式図
科学技術動向研究センターにて作成
　ｂ　ディスレキシア児童と対照児童の読字中の脳活動
対照群では、左脳言語野で読字時に脳活動の強い活性化が見られるが、
ディスレキシア群の全ての児童では活性化が弱い。５人の被験者（９
～11歳）の fMRIによる脳活動の測定結果のまとめ。
左：左脳側、右：右脳側
関等 29）を基に科学技術研究動向センターにて作成
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情報処理は、左脳半球が有意であ
るといわれているが、ディスレキ
シアの人々では、左脳の速い情報
処理が不全であり、これは訓練に
より改善されるという説がある30）。
蘯遺伝的要因
　ディスレキシアが家系的に出現
するという事は、早くから指摘さ
れた。疫学的研究からは、複数の
遺伝子が関与することが示唆され
た。フィンランド・英国・米国・カ
ナダに、ディスレキシアの有症率
の高い大家系が知られている。フ
ィンランドでは、一般家系での有症
率９％に比べ、有症家系内の有症
率は34％となっている３）。又、一
卵性双生児の両者が有症である確
率は 66％、二卵性双生児の場合
43％である。有症家系と対象家系
に生まれた子供の、誕生時から、
正確に診断可能な年齢、更に学校
での学習過程に至るまで、追跡調
査が行われ、遡って対象群とどの
ような差がいつ頃から出現するか
解析が行なわれている。近年の研
究では、染色体１、２、３、６、12、
15、18、Ｘに関与遺伝子が存在す
るという意見があり、６番、及び
15番染色体の遺伝子座が特に重要
視されている。各国の有症家系間
で関与する遺伝子座に相違が認め
られる。日本では家系的ディスレ
キシア発現の解析は行なわれてお
らず、疫学的調査が必要である。
盻原因では無い因子
　子供の怠け、注意力や意欲の欠
如が原因ではないことは、テレビ
番組や印刷媒体を利用して早急に
あまねく一般市民に広報する必要
がある。
　1960 年代、親の育て方が原因
という説が流行したが、以後否定
された。但し、ディスレキシアの
知識が十分浸透していない社会で
は、子供の読み書きが出来ないと、
特に母親が罪悪感を抱き、子供の
抱える障害を否定したり、客観的
に対応できなかったりして、必要
な支援の機会を逃す危険性がある
ため、親の感情にも配慮する事が
重要である。教師についても少な
からず同様な配慮が必要である。
　性別では、男子に多発との説が
有ったが、最近は否定説もある。
幼少時は女児の方が言葉の発達が
早いため、平均より１～２歳言語
発達が遅れているという基準のみ
で判断すると見逃す傾向がある。
大学入学年齢では同程度、或は僅
かに女性が多いという結果も出て
いる 31）。但し男女で全く同じ経過
を辿ると確定したわけではないの
で、個人差も含め慎重な解析が必
要である。
3．支援方法
　教科書の読み上げ教材などは、
ディスレキシアにとって非常に有
用のみならず、視覚障害者などに
も活用できるが、著作権の問題な
どから実用化が進んでいない。デ
ィスレキシアの支援教材の開発を
早急に推進する必要がある。
　英語教育では、日本語による学
習の達成度と英語学習の能力に極
端に乖離の有る学生にディスレキ
シアの可能性を疑って対応しなけ
ればならない。日本語に無い音韻
処理を始め、英語圏での特別支援
方法を研究して必要な事項を取り
入れ、日本の英語教育に適した支
援方法を開発する必要がある。
4．発達障害支援政策内での位置
　2002年に「障害者基本計画」が
閣議決定され、「学習障害、注意
欠陥・多動性障害、自閉症など
について教育的支援を行うなど教
育・療育に特別な必要のある子供
達について適切に対応する」こと
が指示された。2004 年 12 月３日
には、発達障害者支援法案が国会
で可決され（2005年４月１日から
施行）、国及び地方公共団体が、「自
閉症、アスペルガー症候群とその
他の広汎性発達障害、学習障害、
注意欠陥多動性障害、その他これ
に類する脳機能の症害」など、知
的障害の無い発達障害児に対して
支援分野 例
教材
蘆教科書の音声化
蘆板書内容の印刷物
蘆読み易い教材（具体的で簡潔な表現・表記）
通常教育
蘆効果の無い反復学習の回避
蘆 教師と児童の役割交換（間違いを自ら気付く能力の育成 17）
補習教室
蘆綴りや読みを要素に分解した教示
蘆 綴りや読みの成り立ちを説明しながらの教示
蘆多感覚を用いる訓練多感覚を用いる訓練
蘆読み書き障害児童の小集団学習
配慮
蘆 授業中に音読の難点に自ら気付くよう援助 17）
蘆 他の得意な科目や能力の積極的評価・支援
優遇処理
蘆試験時間の延長
蘆筆記に替わる口頭試験
蘆論述回答に替わる選択回答
蘆コンピュータの使用
　図表４　支援方法
科学技術動向研究センターにて作成
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5．ディスレキシアに対する対応策
５‐１
現状調査
　日本では、ディスレキシアの実
態が網羅的に調査されておらず、
先ずはこれを行なう事が急務であ
る。日本では、ディスレキシアの
公式の定義も無い現状である。そ
こで、下記の事が必要である。
蘆 ディスレキシアの科学的知見に
基づいた定義を早急に制定する。
蘆 科学的根拠に基づいた標準的検
査方法を決定する。
蘆 検査方法は、研究が進むにつれ
て改良する。
蘆 結果の出るまで時間のかかる事
例追跡調査研究も、丹念に行う。
５‐２
広　報
　政府が、テレビ番組・印刷媒体・
インターネットなどの報道手段を
活用して、ディスレキシアに関す
る知識を普及し、支援の必要性を
説得することにより、社会の理解
を獲得する事が急務である。
５‐３
早期発見方法の確立
　就学前幼児の平仮名に関する
読み書き習得は、年々早期化し
てきた（図表５）。現在、幼児の
殆どは小学校就学前に平仮名を読
み、６割がた書く事が出来る。入
学時には、多少憶え間違いを示す
が、通常１年次に修正される。デ
ィスレキシアは、鏡像文字が多い
など特徴的な間違いを示し、これ
が通常の練習によっては修正され
ない。ディスレキシアに関する知
識が社会に浸透していない段階で
は、就学時健診の段階で、ディス
レキシアの可能性のある幼児を発
見する事は技術的に可能であって
も、保護者の心情面での準備情況
を配慮すると容易ではない。そこ
で前段階として、小学校１年次の
１学期末までに、読み書き学習の
効果が上がらない児童を教師が発
見し、『①発達障害の一部として、
読み書きのみが苦手な児童が存在
する事、②各地域の専門医で詳細
な検査を受けられる事、③地域や
非営利団体等のことばの教室で、
相談したり、基本的な訓練を受け
たり出来る事』等を記した印刷物
を、保護者に渡し、注意を喚起す
るという手段が取れるだろう。こ
のため、学校が地域の専門医・言
語聴覚士・ことばの教室・関連
　図表５　平仮名の平均識字数
秬 秡
ａ．年齢による識字数変化（1988年調査）
清音・撥音・濁音・半濁音を含む 71文字の
識字数
島村等 16）の報告を基に科学技術動向研究セ
ンターにて作成
ｂ．5～ 6歳の識字数の推移
＊    ： ６歳、４～５月、小学校入学直後（幼稚園・
保育園の卒園如何を問わない）
＊＊：５歳、11月、幼稚園・保育園児
国立国語研究所 15）及び島村等 16）の報告を基
に科学技術動向研究センターにて作成
も、早期発見・発達支援を行なう
責務のある事を明確にした。
　一方、文部科学省では、目下教
育体制の改革が着手され、「2007
年までに全小中学校において、学
習障害の特別支援教育に対応でき
る事を目途に体制の整備を目指し
ている」。ここで行なわれる特別
支援教育は科学的根拠に基づいた
教育である必要があり、これを支
える科学研究を推進する事が重要
である。
　文部科学省の「学習障害（LD）
の判断基準（試案）」は、「聞く、
話す、読む、書く、計算するま
たは推論する能力のうち特定のも
のの習得と使用に著しい困難を示
す」者を含む 32）。ディスレキシア
はこのうち、読む・書く能力に関
わるものであり、計算能力にも影
響する。脳・認知科学の分野では、
読み・書きの他、数学のうち推論
処理系と計算処理系の相違など、
個々の能力の機構に関して、研究
が盛んになりつつある。これらを
新たな教育方法の科学的根拠とし
て役立てるよう、計画的に推進す
る必要がある。
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NPO（非営利活動法人）などと連
絡体制を整えておく必要がある。
　平仮名習得の早期化の理由が、
強制的な教え込みか、文字環境の
整備か意見が分かれている 16）。幼
児期に強制的な教え込みの影響が
大きいとすると、ディスレキシア
の子供は幼児期に既に、精神的苦
痛を感じている事は想像に難くな
い。子供の心の問題に関して、小
学校のみならず、家庭や幼稚園・
保育園での文字・数字教育の実情
と幼児の心の発達への影響を調査
する必要がある。
５‐４
医療現場で
盧臨床医
　臨床医が、言葉の問題に接する
のは、これまで大人の脳損傷後の
言語の障害が殆どであった。ここ
ろの発育や学習など複合的な子供
の言語の問題を扱う事の出来る、
臨床医と医学研究者を育成する必
要がある。そのため、医学部の学
部に於いて、神経科学・認知科学・
行動科学・心理学を系統的に教え
る講義を設置し、国家試験でもこ
れらの問題を取り上げる。医師免
許取得後は、少なくとも小児科・
小児神経科・小児眼科では読み書
きの発達の障害やそれによる二次
的問題を扱えるよう、研修する体
制を整備する必要がある。
　小児の発達障害の診療及び支援
には少なくとも一児童当たり１時
間～１時間半を要する。ディスレ
キシアの場合、内容としては、心
理学的検査・指導・カウンセルで
あり、投薬の必要はなく、医療報
酬面では評価が低い。良い診療・
指導方法が開発されても、経営上
採算が合わなければ普及し難い。
公立医療機関や民間病院でも、通
常の医療経営の範囲内で、子供の
心と学習の問題に対応できるよう、
医療体制を検討する必要がある。
盪言語聴覚士
　日本ではディスレキシア以前
に、そもそも発達期の言語上の問
題に対応できる言語聴覚士の数が
少ない。現時点では、後天性難読・
失読症の患者に接した経験のある
言語聴覚士に、発達期特有の問題
に関して講習を行い、協力を要請
する一方で、読み書きの困難に由
来する二次的問題に関する配慮も
含め、脳や心理に関する知識を備
えた、発達期専門の言語聴覚士を
育成する必要がある。人材育成に
関しては、現在実際的訓練を行な
う場が極めて限られている。教育
委員会や学校が、特別支援教育を
推進する為に言語聴覚士の関与が
必要であることを認識し、実習の
場を提供する必要がある。
５‐５
学校で
盧教師に対する研修体制
　2003年の「今後の特別支援教育
の在り方について（最終報告）」33）
で、教師に対する質問形式の調査
ではあるが、読み・書き・計算に
困難を持つ児童の存在が数値で示
された影響で、2004 年の日本LD
（学習障害）学会大会では、読み
書きに関する発表がいくつか現れ
た。LD学会は、特別支援教育士
（LD・ADHD等）の研修認定を行
なっており、国立特殊教育総合研
究所や先端的研究拠点から発せら
れる知見を踏まえて、特別支援教
育士の質と数を拡充することは有
用である。また、各地域内での連
携を計るため、教育関係者・医師・
言語聴覚士のみならず、科学者を
交えた研究会を、継続的に開く事
が有用である。
盪翻訳科学
　科学技術研究の発する知見を、
専門外の一般教師が理解し利用す
るため、翻訳科学の促進と、実施
者の育成が重要である。大学の教
育学部、或は生命科学・医科学部
門の大学院に育成課程を設置する
事が効果的である。また、文部科
学省の推進により大学院学位取得
者が増加したが、この中から、実
験研究従事よりも科学著作・啓蒙
などの分野に適正を示す人材を選
んで採用することも有効である。
５‐６
社会的整備
　発達障害者支援法では、放課後
の学童保育の充実を促している。
各地方自治体に「ことばの教室」
が設置され、子供の話しことばの
発達を支援している。ディスレキ
シアの子供は、読み書きのみが困
難で、話し言葉は正常、或はしば
しば流暢・豊饒であるため、こと
ばの教室で受入れを断られる事が
多い。ディスレキシアに関する理
解の進んだ一部の都市では、ディ
スレキシアも受け入れており、全
国的に波及する必要がある。この
他、専門家は、親の会や関連NPO
（非営利活動法人）への知識供与と
同時に、当事者の問題意識 34）、の
掌握（需要分析）に努める必要が
ある。
盧イギリスの支援体制
　国語である英語で障害の顕在化
し易い英国では、1970年代初頭か
ら、ディスレキシア支援を行なう
NPO（非営利活動法人）が存在し、
知識の普及、子供や成人に対する
個別、或いは小集団規模での特別
支援教育、専門教育者の育成、支
援方法の開発にあたっている。又、
企業が製品を開発する際など、人
口の一割を占めるディスレキシ
アにとって使い易い仕様にするた
め、助言を行なっている。ディス
レキシアに対応した特別教育を行
う設備・体制を有すると認定され
た私立学校学が存在し、公立校で
も特別支援教育が拡充している。
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英国では有症児童は全体の10％と
しているが、３％程度が、認定士
によって特別支援教育の必要有り
と認められ、学校に政府補助金が
支給される。但し、高額の認定料
は保護者の負担であり、保護者が
認定料や私学の学費を払える児童
ほど手厚い支援を享受する傾向は
否めない。2003 年 10 月には、デ
ィスレキシアが法的に障害者とし
て認められ、生涯に渡って充実し
た支援を受ける権利のある事が、
法的には保障された。
　 基 本 的 に 学 校 で は、IEP
（Individual Education Plan：個々
の児童に適した個別の教育計画）
を作成し、それに即した指導を
行なう。学校内にSENCO（Special 
Educational Needs Coordinator）
が存在し、児童の状態を見なが
ら、担任・特別支援専門教師・
言語聴覚士など複数の支援者間
の調整と方針の検証を行なう。
盪スウェーデン
　福祉の進んだ北欧でも、早くか
らディスレキシアに対する対応策
が進められた。スウェーデンでは、
1990年代初頭に国立の障害児教育
研究所が設立され、支援教材の開
発・製造・普及・使用法の指導・
一般の教材製作者に対する助言
を行ってきた。活動基盤が整った
2001年には、国立機関から特殊教
育学会へと移行している 35，36）。
蘯シンガポール
　シンガポールで注目すべきこと
は、ケンブリッジ大学法学部を２
学科主席で卒業し、1959 年から
1990年まで総理職、現在も顧問相
の任に当たって、普く国民に知ら
れ信頼を得ている、李光輝（LEE 
Kuan Yew）氏が、60歳を過ぎて
からディスレキシアの診断を受け
て、1996 年自らディスレキシア
であることを公表し、更にNPO
によるディスレキシア支援活動に
私財を投じている事である。この
ためシンガポールでは、急速にデ
ィスレキシアに関する知識が社会
に普及し、本人の羞恥心や周囲の
人々の偏見を払拭し、支援体制が
整ってきた。確かに、シンガポー
ルでは国家規模が小さく、LEE氏
を中心とした施政者の権限が絶大
という、特殊な事情がある。しか
し、日本でも、国が確固たる指導
力を発揮して、ディスレキシアに
関する知識の普及と支援体制の整
備を推進すれば、シンガポールの
ように、急速に体制を整える事も
不可能ではない。
　図表６　個人の一生とディスレキシアの障害の顕在化
ディスレキシアが障害として顕在化する可能性を、顕在化した人の同年齢中のおおよその割合で示した概念図。最大で
10％程度。代償されたディスレキシア：本人の多大な努力、周囲の支援、読み書きを必要としない職業の開拓などにより、
ディスレキシアを克服して生活している人々。
科学技術動向研究センターにて作成
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盻フィリピン
　フィリピンでも、逼迫する国
家財政のなか、ディスレキシア
の子を持つ親の設立した非営利
団体が、比較的財政の豊かなカ
ソリック系大学運営陣を説得し、
特別支援教育と教育者育成を実
施している。非営利法人の代表
曰く、「財源が乏しくても、出来
る事はある。」
５‐７
科学技術研究の推進
　ディスレキシアは「神経・生
物学的原因による」事が明白であ
り１）、全容の解明と、特別支援教
育への科学的根拠提供のために、
神経生物学的研究の促進が必要と
される。又、遺伝的に言語機能に
特異的障害を生じるディスレキシ
アの機序を解析する事は、言語能
力の遺伝的背景、言語の起源、言
語の生物学的基盤を解明するため
の有力な手がかりとなる。
　ディスレキシアの大脳言語野に
おける左右非対称性の変化や、局
所的構造異常に関しては、20年前
から記述されているが、その発生
機序に関する解析は進展していな
い。一方日本では、突然変異動物
やヒトの滑脳症（大脳の皺が無く
なる特徴を示す脳の形成不全）の
解析などに端を発し、大脳の神経
細胞形成・細胞移動・層構築・特
異的神経回路形成などの課題に関
し、先端的研究が行われている。
これらの研究が、最終的にヒトの
どのような具体的高次精神機能の
解明を目指すのか、未だ明確にさ
れていない。ディスレキシアの原
因解明を介して、言語能力など高
次機能の機序を解明する事は、極
めて有意義なことである。
　正常な脳の形態は、発生初期の
神経細胞の過剰生産とその後の系
統立った自然細胞死によって形成
される。解剖学的解析から、ディ
スレキシアで右半球が通常よりも
拡大しているのは、右半球での自
然細胞死の減少によると推測され
ている 37）。近年、特異的遺伝子発
現による脳内の区分形成や、細胞
の自然死の機序に関して、詳細な
研究が進んでおり、脳の左右非対
称性や機能局在の解明につなげる
研究推進が期待される。
　言語は現生のヒトにおいて、突
然出現したものではなく、他の動
物と共通に持つ様々な機能の組み
合わせを含んで発達したという考
え方がある。現在日本では、サル
の視覚・聴覚の認知機構に関する
研究や、鳥の音節学習の神経機構
に関する研究が進んでいる。これ
らの研究や、正常な言語能力発現
に関わる遺伝子の解析によって、
言語の生物学的起源・基盤を解明
することは、有用なことである。
ヒトの認知・神経機序に基づいた
最適な言語情報の作成・伝達・提
示方法を開発する事が期待される。
　速読の訓練を受け熟達した速読
者は、１分間に１万語以上読む事
が出来る（通常人は約500語／分）。
この、ディスレキシアと逆の様相
を示す速読者が、速読を行なう時
には、ディスレキシア同様、左脳
の言語野の活性化が低い事が見出
されている 38，39）。この認知・神
経機構を解明することにより、読
字学習の苦手な人々の為の新たな
迂回訓練法を開発する事が期待さ
れる。
　ディスレキシアを主要な研究課
題とする学術組織としては、国際
ディスレキシア学会（IDA、本部
米国）40）や日本の発達性ディスレ
クシア研究会、認知神経心理学研
究会が挙げられる。これらの学会
では基礎研究から医学・福祉医療・
心理・教育学・教育現場・報道・
NPO（非営利活動法人）など多様
な分野からの研究発表や講演があ
り、科学の翻訳技術が益々重要に
なっている。
　日本では、情報科学や工学分
野で、視覚・音声・言語認識に
関して膨大な基礎研究が行われて
おり、民間の研究所でも情報の解
析・発信装置や機器の研究開発が
行なわれている。ヒトの音声を認
識し書字化する機器は、ディスレ
キシアをはじめ視覚障害や老齢の
人々にとって非常に有力な支援と
なる。成人に比べ子供の音声認識
や視線計測は難しいが、支援機器
の積極的な開発・製品化が望まれ
る。企業は製品化の際、障害を持
つ人々にも使いやすい仕様を心が
ける事が益々要求されている。デ
ィスレキシアに配慮した製品仕様
は、他の読み書き障害者や、年長・
年少者にも有益である可能性が高
い。特別支援教材・機器の開発に
より、新たな産業と市場を開発す
る創意工夫が求められる。
５‐８
包括的な視点の導入
　個人は障害のみによって規定さ
れるものではなく、個人の一生は、
その時々に属する教育機関や社会
組織によって分断されるものでは
ない。厚生労働省・文部科学省・
法務省や関連省庁、地方公共団体
の連携によって、ディスレキシア
に対し、障害に渡って一貫した支
援を行なう必要がある。
　ディスレキシアは、医学・教
育の問題に着目すれば“機能障
害”であるが、脳の機能という観
点からすれば“ヒトの多様性の一
様相”である。個人を総合的に捉
えるならば、苦手な点だけを検査
して評価するのでは不十分であ
る。脳機能の平均からの逸脱につ
いて述べるならば、負の要素のみ
ならず、平均範囲の要素と正の要
素（得意）を調べて評価するのが
公正である。ディスレキシアの場
合、平均的或は優れた能力を知る
事は、自信回復につながるのみな
らず、優れた能力を迂回路として
苦手な能力を補うという利点があ
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る。優れた能力を評価する方法と
尺度も必要である。ディスレキシ
アで障害されず、むしろ優れてい
ることもある資質として、『話し
言葉での理解力や流暢さ・表現の
豊かさ、抽象的思考や論理的思考
（概念構成の早熟な利用、概念操
作における一般化や視覚化などの
使用）、柔軟で迅速な思考・豊富
な情報処理能力、卓越した問題解
決能力、創造性（多様で関連性の
低い要素を俯瞰し、考案を統合す
る能力、独創的・強力な空想力）、
視覚―運動連関、美術・音楽的才
能』などが挙げられる 41，42）。
6．ディスレキシア支援体制整備の道のり
７‐１
識字率向上の次に来るもの
　江戸時代後期、全国の寺小屋
教育では市民層の子女・子弟は習
熟度別に読み書き算盤の教育を受
け、日本の識字率は当時既に世界
最高の水準だった。更に明治政府
は「家に文盲の人は無く、村に文
盲の家は無し」なる目標を掲げ、
一定年齢での一斉就学と、識字率
向上に努めた。この政策と効果は
第二次大戦後まで続いた。高い識
字率が、明治維新後の近代科学技
術の急速な導入や、第二次大戦後
の目覚しい復興に寄与した事は想
像に難くない。この間採られた方
策は、とにかく沢山読んで沢山書
く練習を繰り返すということだっ
た。今や従来の概念による「識字
の普及と早期化」は、ほぼ飽和状
態に来ている（図表５）。
　これまで日本にとっては、日本
語の構造ゆえディスレキシアの顕
在化し難い事が、識字率の向上に
幸いしたが、現状のままに留まれ
ば、かえって災いする可能性もあ
る。英語圏ではディスレキシアが
顕在化し易いという不利を、「読
み書きが苦手な事は、勉強が出来
ない事と同じではない」と云う発
想の転換に繋げ、全児童の一割に
あたるディスレキシア児童が学習
効果を上げられる条件を整え、更
に他の学習障害の認知学的要因を
解明して支援するという方向に邁
進している。日本では、表面的に
高い識字率の裏に潜んだ現状を再
推進段階 課題
第一段階
広報： 報道（テレビ放送・印刷媒体・インターネット）を介して、ディスレキシアの存在を知って貰い、保
護者や教師の気持ちの準備を図る
専門家委員会： 科学的根拠に基づいた、ディスレキシアの定義設定と標準的検査方法の設定
 （定期的に検証・改良）
第二段階
広汎な実態調査
広報：ディスレキシアに関する全国民の理解促進
第三段階
早期発見（予備段階）：小学１年１学期末までに読み書き習得の遅い児童を発見、保護者に注意喚起
 専門医への相談を助言
医療： 小児科・小児神経内科・小児眼科でのディスレキシアを含めた学習障害に関する研修。
 医学部での認知・行動関連科学の教育
 後天的障害専門の言語聴覚士への発達障害講習と援助要請。
 発達期専門の言語聴覚士の育成体制の整備（教育界との連携）
科学技術研究： ディスレキシア解明を目指した言語科学。脳・認知・心理・行動科学研究の促進。
 日本におけるディスレキシア有症家系の遺伝的解析。支援教材・機器の開発
教育：ディスレキシアに関する科学的知識の基づいた教育の普及（学部・大学院教育、教師研修）
第四段階
早期発見：就学時健診におけるディスレキシアの可能性の診断
医療： 最新の診断・治療・指導方法を活用できる医療体制の充実。医師国家試験に認知・行動科学関連の項
目を追加
 発達期言語聴覚士の育成の強化（教育への支援）
科学技術研究： 読み書きの認知・神経機序の解明。言語の生物学的起源・基盤の解明。
 ヒトの認知・神経様式に最適な言語情報の作成・伝達・提示方法の開発
教育：ディスレキシアに関する科学的知識に基づいた教育の充実
　図表７　段階的なディスレキシア支援体制整備の道のり
科学技術動向研究センターにて作成
7．おわりに
　以上述べた課題の実現時期は、
初段階に政府がどれだけ明確な政
策を設け、強力な指導力を発揮す
るかに依存する。心の問題や教育
など国民に理解し易い課題で、政
府が国民の福利のために政策を提
示し、実践過程を開示する例を増
すことにより、国民の政府に対す
る信頼が増し、政府先導の科学・
技術促進が益々円滑になるだろ
う。また、一般市民が未だ適切に
把握していない脳や認知関係の研
究がどのように国民の生活に貢献
するか、研究者が解り易く示す好
機である。
24
科学技術動向　2004 年 12 月号 読み書きのみの学習困難（ディスレキシア）への対応策
25Science & Technology Trends   December  2004
特集1
検討し、ディスレキシア児童がこ
れまでのように多大な労力を用い
なくても読み書きを習得し、その
労力を、創造的活動や、問題設定・
解決能力の育成、広範な知識の獲
得に向けられる体制を創るべきで
ある。このため、意思疎通・情報
伝達・学習・教育に関して、従来
の方法に拘泥することなく、これ
らを技術として捉えて機序を科学
的に解明し、熟達化の条件を見出
すべきである。また、情報媒体に
ついても、認識しやすい形態や提
示の仕方を開発すべきである。
７‐２
多様で柔軟な社会
　自己の能力を十全に伸ばして活
用し、この能力を正当に自覚出来、
他者からも評価される日々を過ご
す事は、国民個々人の幸福にとっ
て根本的且つ必須の事柄である。
特に子供のこころの成育にとって
重要な要因である。個性を伸ばす
教育が唱えられるが、それは既に
存在する「個性的と思われる活動」
を、子供に伝授することではなく、
個々の子供が自分の力を十全に発
揮する為の必要条件は何か解明し
て、その条件を整え、後は子供に
任せることである。又、頭脳の多
様性や斬新な問題解決、創造的発
想は、時として画一化しがちな日
本社会にとって、現在最も求めら
れていることの１つである。ディ
スレキシアの支援体制を整備する
事が、このような改革に一石を投
じ得ると考える。
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　光通信技術は、情報の超高速・
大容量・長距離伝送を可能とし、
その代替え技術がないので社会の
情報通信機能を支える基幹インフ
ラとして無くてはならない技術
である。そのため、光通信インフ
ラの普及と性能向上は一国の社
会生活全体に重要な影響を及ぼ
す。例えば、無線を利用する携
帯電話も近辺のアンテナ局までは
無線通信であるが、局から局まで
は光通信網が使われており海底に
敷設した光ファイバケーブルによ
って世界中の人々が実時間で交信
できる。また、最近多くのインタ
ーネットに使われているADSL 
（Asymmetrical Digital Subscriber 
Line）はメタル回線であるが局か
ら局の伝送にはやはり光通信網
が使われており、世界中のパソコ
ン同士が繋がっている。このよう
な技術をコアとする光通信機器産
業の世界市場規模は高々 10 兆円
程度であるが、幹線系だけでな
く FTTH（Fiber To The Home）
に代表される一般家庭やひいては
情報機器まで光ファイバが直接繋
がれば光通信機器産業の市場規模
はさらに拡大する可能性を持って
いる。
　しかしながら、ここ数年、光通
信業界はいわゆる ITバブル崩壊
に直面し、北米を筆頭に世界的な
不況にあえいでおり、主に幹線系
の需要が冷えて市場は足踏み状態
である。ところが、光通信バブル
崩壊の直後から、逆に、インター
ネット回線を通過するトラフィッ
クの量が増加しはじめている。こ
れは、Peer to Peer による動画像
の送受信をはじめとして、e‐コマ
ース、e‐政府、e‐教育、e‐医療
などあらゆるビジネスや政府、地
方自治体での業務の IT化が徐々
にではあるが進行し、これらが積
算されてインターネット特有の相
乗効果が働いているからである。
　従って、近い将来気がついて見
れば社会のあちこちでトラフィッ
クの渋滞が起こり、通信の信頼性
と安全性が損なわれ、いわゆる、
QoS（Quality of Service）の低下
が深刻な社会問題にならないとは
限らない。すなわち、通信インフ
ラの根幹をなす光通信網にボトル
ネックが生じる可能性がある。こ
のため、将来への光通信技術の研
究開発の手を緩めることは許され
ない。
　以上の現状認識と将来展望をも
とに、本論文では、①光通信不況
はどのような経緯で起こったか、
その原因は何か。②一方で増え続
けるトラフィック量の伸びに対す
る光通信技術の次のボトルネック
は何か、③光通信技術が可能にし
たブロードバンド・インフラを積
極的に生かす新しい通信サービス
の創造的研究を行える体制が用意
されているか、などを議論し、光
通信インフラというシーズとそれ
を必要とするニーズの融合を目指
した今後の研究開発の進め方につ
いて提言する。
特集膂
光通信技術と産業の動向と
今後の進め方への提言
̶シーズとニーズの融合を目指して̶
情報通信ユニット　立野　公男
1．緒　言
2．光通信技術
２‐１
光通信の原理と波長多重方式
　光通信技術としては、光の空
間伝搬を利用する方法などがあ
るが、本論文では、信号の伝送
媒体として酸化珪素（SiO2）をガ
ラス材料とする光ファイバを用い
た光ファイバ通信を取り上げ、簡
単のためこれを光通信と呼ぶ。図
表１は、現在敷設されている典
型的な光ファイバの光の波長に対
する伝送損失特性である１）。中央
のピークはファイバ中の残存水分
のOH基の高調波による吸収帯で
ある。光通信には、通常このピー
クを避けたウィンドウ（窓）と呼
ばれる波長域が使われる。最初に
使われた波長は、ピークの左側の
0.85μmであったが、それは、当
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１本の光ファイバの伝送容量は、
１つの波長チャネルの伝送速度
に波長多重数をかけたものとな
る。例えば、波長チャネル間隔
を 0.4nmとし、使用波長の全域
を 400nm とすれば実に 1,000 チ
ャネルを多重することができ、１
波長チャネル当たり 40Gbps で伝
送すれば 40Tbps の超大容量光通
信が可能となる。この通信容量を
DVD（Digital Versatile Disc） を
例にあげて説明すると、DVDに
貯蔵されている情報量が映画２時
間分の4.7GB（約 40Gb）であるか
ら、1,000 枚のDVDに貯蔵されて
いる情報を太平洋を越えた相手国
に、およそ一秒間で伝送できると
いう驚異的な通信能力である。
　このような波長多重伝送を可
能にしたのは、EDFA（Erbium 
Doped Fiber Amplifier）を代表と
する光ファイバ増幅器１）であり、
これを使うと中継器における光電
変換や電光変換が不要となる。そ
の理由は、この光増幅器の機能が
光励起（Pumping）のレーザと同
様であるため、光の信号を光のま
ま、しかも、比較的広い波長域で
一括して増幅可能だからである。
また、この光ファイバ増幅器の動
作帯域はS帯、C帯、L帯などと
呼ばれ、図表１に示した光ファイ
バの最も損失の低い波長域にある
ことが幸いしている。例えば太平
洋横断海底ケーブルには、光ファ
イバ増幅器を搭載した中継器が、
図表３に示したように、およそ50 
km毎に 180 台、数珠つなぎの状
態で海底に沈んでいる。
２‐２
光通信ネットワークの構成
　以上のように極めて高い性能を
持つ光通信方式は、図表４に示す
ように、伝送系とそれらを結ぶ交
換ノード系からなるネットワーク
で構成される。伝送系は大きく分
時の半導体レーザの材料がGaAs
系であったからである。その後、
InP系の半導体レーザが開発され、
最も伝送損失の低い 1.3μmから
1.6 μmの帯域が使われるように
なった。さらに、光ファイバは、
メーター 10円を切るという低コ
ストであり、長寿命で信頼性が高
く、しかも、引っ張り強度が鋼鉄
よりも大きいという長所を兼ね備
えている。実際には、このような
光ファイバ芯線（直径 125μm、
コア径約 10μm）を数百本の束に
した光ファイバーケーブルとして
敷設されている。
　図表２秬は、このような特性
を持つ光ファイバを用いた光通信
の基本構成である。すなわち、情
報の発信側には半導体レーザ光源
があり、その光強度をディジタル
化した電気信号でオンオフ変調す
る。変調された光信号は光ファイ
バ中を伝搬するが、光ファイバの
吸収や散乱などの損失を受けて減
衰する。そのため、長距離通信で
は、数十キロメートル毎に中継器
（Repeater）を配置し光信号を遠
方まで伝達する。受信側には、光
検知器と電気増幅器が用意されて
おり光信号が電気信号に変換され
てもとの情報が復元される。従来
の単一波長方式では、減衰した光
信号を中継器で一旦電気信号に変
換し、電気的に増幅したあと再び
半導体レーザを駆動するというも
のであった。すなわち、中継器毎
に光電変換と電光変換を行う必要
があった。この変換は、波長チャ
ネル毎に実施しなければならない
のでこの方法のままでは波長多重
方式の採用は困難であった。
　これに対し、図表２秡に示す
ように、波長の異なる複数個の
半導体レーザからのビームを合波
器を介して束ねてから一本の光フ
ァイバに入力するのが波長多重方
式（WDM/Wavelength Division 
Multiplexing）である。従って、
　図表１　光ファイバの伝送損失帯域と光ファイバ増幅器の動作帯域
　図表２　光通信の原理
秬単一波長方式
秡波長多重方式
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けて海底網や都市間を結ぶ幹線系
（10G～ 40Gbps）、都市内メトロ系
（1G ～ 10Gbps）、そして、FTTH
（Fiber To The Home）に代表され
るアクセス系（0.1G～１Gbps）の
３つの階層に分類される。
　これらの伝送路は、互いに交換
ノードで結合されている。交換ノ
ードには、ルータ（Router）が配
置されており、トラフィックの行
き先を制御している。交換ノード
は高速道路に例えれば、インター
チェンジに相当し、トラフィック
量の増大に対し、スイッチングの
スループットの高速化と処理規模
の大容量化が要求される。後述す
るように、波長多重方式の急進展
により供給量が十分用意されてい
る伝送系に対し、交換ノード系の
方が、今後の光通信網の律速段階
（ボトルネック）となる可能性が
ある。
のネックを打ち破れず、旧態依然
の状態のままだと、米国の技術は
外国にまたもや持っていかれるの
である。その昔、国の交通基盤の
良し悪しが国際的な経済戦争の勝
敗を決定した。大きな船の入れる
港を持つ国は経済戦争に勝てた。
港、運河、鉄道、高速道路、上下
水道などは、すべて経験的に国家
の競争力を向上させるものとして
投資された基盤なのである。全て
の家庭に、オフィスに、工場に、
学校に、図書館に、病院に光ファ
イバを敷設するには 1,000 億ドル
の企業投資があれば十分である。
……」。
　かような光通信技術への期待を
資金的に支援することになったの
が、1990年の冷戦終結に伴って余
剰となった米国軍事予算の一部で
ある。この潤沢な予算がDARPA
（Defense Advanced Research 
Project Agency）を通じて、光通
信技術のかつてのメッカであった
Bell 研をはじめとする米国の多く
の大学や企業に投入され研究開発
が活発化した。米国の活気は日本
にも伝わり、NTTや KDDI をは
じめとする日本の通信会社、譁富
士通、譁日本電気、譁日立製作所
のような通信機器メーカ、譁古河
電工、譁住友電工、譁フジクラな
どの光ファイバメーカー、そして、
大学やCNICT などの国立の研
究所で光通信技術の研究開発競争
が激化した。欧州でも英国のBT 
（British Telecom）、ドイツのHHI 
（Heinrich Hertz Institute）、 フラ
ンステレコムなどの公的研究機関
だけでなく、ドイツのSiemens社、
オランダの Philips 社、フランス
のAlcatel 社、英加のNortel 社な
ど企業の研究所にも伝搬し、光フ
ァイバ敷設への投資が集中的にな
された。
　図表３　太平洋横断海底ケーブル用中継器
　図表４　光通信ネットワークの構成
3．ITバブル崩壊と光通信産業
３‐１
光通信技術立ち上がりの経緯
　以上述べた高性能な光通信技
術に対し、情報社会インフラ構築
の基幹技術として米国政府がいか
に大きな期待を寄せていたかは、
1991年に行われたゴア副大統領の
演説２）によってうかがい知ること
ができる。「……今、最も重要な
事は高速データハイウェイを作る
と宣言することである。この高速
データハイウェイが情報化時代の
幕を開ける最大で唯一の立て役者
である。しかし、米国のメタル線
のネットワークを基盤とする現在
の政策は、新しい光ファイバ時代
の展開を妨げている。しかるに、
日本やドイツのような先進国のみ
ならず、メタル電話網を建設中の
開発途上国には、このような問題
はない。もし、米国がこの情報化
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３‐２
WDMジャンプ
　その結果、図表５に示すように、
光通信の伝送容量が実用レベルで
急激に驚異的な伸びを示した。図
中階段状の線が単一波長当たりの
伝送速度であり、上側が波長多重
による一本の光ファイバ当たりの
伝送容量である。矢印で示したの
がいわゆるWDMジャンプであ
り、波長の多重数分だけ単一波長
の場合よりも伝送容量が大きくな
る。この技術の実用化は、情報通
信技術やエレクトロニクス分野の
進歩の時間的な間尺となっている
いわゆるムーアの法則（２年で２
倍：図表５中の破線）を上回る速
さで進んだ。すなわち、光通信の
光源である半導体レーザはLSIに
よって駆動され、LSI の変調速度
はムーアの法則１）に従って伸びて
いるが、波長多重方式は原理的に
それを越えるからである。この波
長多重方式という革新的な素晴ら
しい技術イノベーションが、先述
のDARPAによる公的資金の油に
火をつけたかっこうとなり、その
周りに数多くのベンチャーや投資
会社がビジネスチャンスを求めて
集中した。それが光通信への投資
過剰というバブルを引き起こすと
は当初、誰も予想できなかった。
そこには、インターネット普及へ
の過度な期待や米国政府の規制緩
和による通信インフラのアンバン
ドリングなど投資への誘因が重な
った。
３‐３
光通信市場の推移
　そこでこのような急進展を見せ
た波長多重技術とOFC（Optical 
Fiber Communication Conference 
and Exhibition）の展示会場への
参加者数の年次推移（図表６）の
相関を見る。OFCは、毎年米国
で開催され、光通信のビジネス
や技術が一堂に開示される世界
最大の展示会であり、ここから光
通信の市場規模の年次推移を読み
とることができる。このデータに
よれば、参加者数は 2001 年のピ
ークに向けて急増している。これ
は明らかに大企業やベンチャーか
らの参加者が前述の波長多重方式
のビジネスチャンスを目当てに殺
到したためである。筆者も’97年
から’01年まで５年間連続して参
加し、毎回口頭発表を行いおよそ
1,000 人の聴衆を前にした招待講
演の機会もあり、その凄まじい膨
張ぶりを目の当たりにした。
　これらの新規参入企業の多く
は、大学、公的研究機関、ある
いは、大企業からスピンオフして
スタートしたベンチャー企業であ
る。特に、大学や公的機関からの
ベンチャー企業は、バイドール法
（Bayh-Dole Act/1980 年）によっ
て保護された。従来、大学が米国
政府の資金によって研究開発を行
った場合、特許権は政府に帰属し
ていたが、この修正条項により大
学側や研究者に特許権を帰属させ
ることが可能になった。 これによ
り、政府資金の援助で得られた研
究成果を大学の所有として特許化
したり、大学と企業間でライセン
ス契約を結んで技術移転する途が
開かれていた。
　また、1996年には電気通信法の
改正でアンバンドリングが条文化
され、競争事業者がインフラ設備
のリースを受けてサービスできる
ようになるなど、米国政府による
通信インフラ制度の規制緩和によ
って投資が加熱した。
　ところが、2001年をピークにこ
こ数年来、展示社数や学会への参
加者数が激減した。その原因は、
明らかに数多くあったベンチャ
ーの数が激減したことである。す
なわち、ベンチャー企業にとって
最も大事な顧客である通信システ
　図表５　WDMジャンプ（波長多重による伝送容量の驚異的な伸び）
　図表６　OFC展示会と学会の参加人数の推移
OSA：Optical Society of America のデータをもとに科学技術政策研究所で作成
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ム会社が ITバブル崩壊の直撃を
受け、ベンチャー企業への発注を
止めざるを得なくなったためであ
る。その結果、順調な経済活動の
基本である需要と供給のバランス
が崩壊し、一時は雨後の筍のよう
に派生した多くのベンチャーが逆
に統合や吸収、さらには消滅とい
う運命にさらされるという悲惨な
事態が発生した。
　需要の冷静な分析なしに行われ
た競争的投資がオーバーヒートし
た結果である。ピーク時には、実
に、音速の３倍の速さで光ファ
イバが敷設されていたという報
告もあり、現在地球上には、延べ
0.5 Tera meter、すなわち地球を
10,000 周するファイバが敷設され
ており、そのうちの10％が中国に
あるという３）。言わば 10 年かけ
て育てるべき小さな光通信インフ
ラ市場を高々数年で飽和させてし
まった。その結果、現在の光通信
市場は足踏み状況が続いている。
競争的な市場経済は景気の浮上に
威力を発揮するようであるが、そ
の後投資を継続するかどうかは常
に監視されるべきであり、実体の
ない投機によるバブルは回避され
なければならない。かくして、光
通信産業は、皮肉なことに波長多
重方式という画期的な技術革新が
起こしたWDMバブルの崩壊とい
う大打撃を被ったのである。
　このような北米の光通信不況の
影響は、当然日本にも及んだ。日
本の企業は北米の光通信企業から
部品や装置の受注を受けて一時期
相当の活況を呈していたからであ
る。図表７は、日本における光通
信機器の国内生産高の年次推移４）
である。比較のために掲載したデ
ィスプレー関連機器の年次推移で
は、2000年に生産のピークが見ら
れ一時減少しているがすぐに回復
し、その後順調な伸びを示してい
る。これに対し、光通信機器の国
内生産高は2000年のピーク後の回
復が見られず、バブル崩壊の様相
を呈している。筆者がかつて関係
したアクセス系光通信用送受信モ
ジュール５，６）の量産化プロジェク
トの場合も例外ではなく、1996年
にはじまり 2000 年に月産数十万
個のラインが完成し、いよいよ顧
客に向けての販売をスタートしよ
うとした直後から、キャンセルと
なったという苦い経験がある。
　図表７　 光通信機器とディスプレイ機器の
 市場推移
光産業技術振興協会のデータをもとに、科学技術政策研究所
で作成
4．バブル崩壊後の動向
４‐１
トラフィックの伸びと
通信サービスの動向
　それでは今後、光通信市場の回
復はないのであろうか？　そのた
めにインターネットのトラフィッ
クの伸びとその要因を調べた。図
表８は、東京の大手町にあるトラ
フィック観測地点を通過するトラ
フィックの量を測定したものであ
る７）。皮肉なことに、2001年の光
通信バブル崩壊（図表６、７）の
直後からトラフィックの量は年
率２倍の速さで伸びている。この
まま推移すれば、いずれ将来、ト
ラフィック量の増加が光通信網を
圧迫し、トラフィックの渋滞があ
ちこちで発生しQoS（Quality of 
Service）の低下が深刻な社会問題
にならないとは限らない。
　実際、一国の経済システム改革
や産業構造改革に強い影響を及ぼ
す IT化の波は、電子政府、電子
商取引、物流管理（ICタグ・シ
ステム）、リスク管理、電子医療、
電子教育、ユビキタスネットな
ど多くの分野で進行している。例
えば、企業間の商取引の年次推移
をみても、ここ数年で電子化率は
11％に増加しており８）、e‐Japan
計画に沿うかたちで進行してい
る。また、周知のように株式の個
人取引、航空券やホテルの予約、
個人の銀行決済などの業務で数十
パーセントが既にネット化されて
おり、トラフィック増大の要因と
なりつつある。
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　さらに、従来のインターネット
接続は、パソコンや携帯電話に限
られていたが、今後ディジタル家
電と呼ばれる平面テレビ、ビデオ
レコーダ、デジカメ、携帯ムービ
ーカメラ、PDA（Personal Data 
Assistant）、そして、冷蔵庫、電
子レンジ、皿洗い機など多くの家
庭用電気製品がモデムを通じてイ
ンターネットに接続される。さら
にまた自動車が無線を通じて繋が
るようになる。そして将来、IPv6
の標準化が進展し、ユビキタス
社会が到来すればほとんど全ての
「モノ」に ICタグが貼り付けられ
る。これらの製品に付随する個々
の情報量はさほど多くないが個数
は膨大であり、2010 年にはおよ
そ 150億個のデバイスがインター
ネットに繋がるという予想９）もあ
り、トラフィック量はさらに増大
する可能性がある。
　特に情報量が多いのは、動画で
ある。ブロードバンドの利点を生
かしたテレビ電話の普及、あるい
は、家庭や仕事場で作成した動
画のネット上でのやりとりも確
実に増加すると予想される。ま
た、最近、着メロ、着歌と称さ
れる携帯電話へのディジタル音楽
配信サービスが活発化しているよ
うに、現在のDVDレンタルに代
わ る VOD（Video On Demand）、
さらには、ハイビジョン動画やデ
ィジタル化したシネマ（映画）の
ネット配信など、消費者向けの新
しい高品質な動画サービスの普及
も予想される。
　VODは、90年代後半に活発に
研究開発され、特定地域でのトラ
イアルもなされた。しかし、当時
は利用料も受信端末である STB
（Set Top Box）も価格が高く、普
及するには至らなかった。ところ
が、現在は当時と比べブロードバ
ンドへの加入者料金が十分低下し
ており、課金システムが付加され
るとしても、その料金がいわゆる
レンタルショップでの料金よりも
低ければ再びビデオ市場に登場す
る可能性がある。実際、来年１月
より、DVD化した新作映画のネ
ット配信サービス 10，11）が、レン
タルショップと同程度の値段で開
始されるなど、徐々にではあるが、
VODのサービスが動き始めてい
る。そこでは現行のDVDなみの
画質からスタートするが、いずれ
は、HD（High Definition）、さらには、
SHD（Super High Definition）と呼
ばれるディジタルシネマのネット
配信も視野に入る。ディジタルシ
ネマとは、100 年来使用されて来
た古式蒼然たる35mmフィルムシ
ステムの電子化であり、ハリウッ
ドと提携したNTTや東京大学 12）
などが中心となって標準化作業も
相当進んでいる。そしてさらに、
NHKをはじめ、世界各国の放送
協会には膨大な量のアーカイブ情
報が日の目をみないまま保存され
ている。
　このような保存情報をネット配
信するための著作権を保護するの
は容易ではないが、目下、著作権
審議会で審議 13）されており、早
晩の解決が期待される。実際、消
費者にとってコンテンツを最も便
利で手軽なネット配信形態で見た
いという需要があること、著作権
者や配信サービス会社にとっては
課金によるビジネスチャンスが目
前に広がっていること、ビデオよ
りも一歩先を行くディジタル音楽
のネット配信サービスにおいて不
正コピー防止の技術が進んでいる
こと、さらに、米国においては、
コンテンツの競争的市場が形成さ
れており、映画館→レンタル→ネ
ット配信→ペイTV→地上波とい
う各ウィンドウの順序をいかにす
ればそのコンテンツの売り上げが
最大になるかのビジネスモデルが
存在していること、などの波が押
し寄せている。このため、日本に
おいてもネット配信のネックの１
つとなっている著作権問題の早急
な解決が望まれる。
　さらに、将来、各家庭に大容量
の HDD（Hard Disk Drive）、 あ
るいは、録再可能な大容量の光デ
ィスクを積んだ低コストのサーバ
ーが配置されるようになると、ネ
ット配信を受けたいという意欲が
益々刺激される。すなわち、専用
の端末やインターネット端末を利
用して録画予約が自動的にできる
EPG（Electronic Program Guide）
を駆使して好きなコンテンツを欲
しいだけコレクションできるよう
な時代が到来すると予想される。
　図表８　トラフィックの伸び（２倍／年）
JPIX / Japan Internet Exchange７）のデータをもとに科学技術政策研究所で作成
32
科学技術動向　2004 年 12 月号 光通信技術と産業の動向と今後の進め方への提言　̶シーズとニーズの融合を目指して̶
33Science & Technology Trends   December  2004
特集2
そして、インターネット配信とデ
ィジタル放送サービスとが互いに
融合し、ディジタル動画が IPネ
ット上を縦横に行き交うことにな
れば、通信インフラの基幹である
光通信網を圧迫し始めることは明
らかである。
４‐２
FTTHの新動向
　以上のトラフィックは、現時
点では、7,200 万加入の携帯電話、
1,260 万加入のADSL、280万加入
のCATV、そして最近 175万加入
を突破したFTTHなどの通信回
線を介してやりとりされている。
ここで、最近特に目立った進展を
見せているのが、高速のFTTH
であり、ブロードバンドのユーザ
ーが前節で述べた動画のネット配
信に備え始めているかに見える。
実際、図表９の FTTHと ADSL
の加入者数の推移 14）を見ても、
ADSLの伸びに飽和傾向があるに
もかかわらず、FTTHの伸びは急
峻である。
　これは FTTH の伝送速度が
100Mbps と他のブロードバンド
回線よりも速く、しかも局から加
入者間の伝送距離によらないとい
う利点があり、近々、１Gbps へ
拡大する計画があるなど技術的ポ
テンシャルが高いこと、使用料に
ついても、東西NTT以外に、電
力線の保全監視用光ファイバ網を
活用した東京電力（TEPCO）の
FTTHへの参入、アンバンドリン
グ政策によるNTTの光ファイバ
網のレンタルによって活気づいて
いるYahoo BB の新規参入 15）な
ど、低価格化やサービスの競争が
進んでいること、幹線系の市場が
冷えているため、投資がFTTH
に回っていることなどが要因であ
る。また、NTTが、2010 年まで
に、現在の固定電話加入者の半分
に当たる 3,000 万加入をFTTHに
切り替える方針を 2004 年 11月に
打ち出し、向こう６年間で５兆円
を投資すると発表した。そして将
来、全ての固定電話を光 IP電話
に置き換えるという計画を打ち出
している。
　これらのブロードバンド・イン
フラの進展は、図表 10に示すよ
うな通信と放送の融合による今後
の新サービスの創造と相まって、
日本のFTTHが世界をリードす
る勢いであることを示している。
そして、３‐１節で引用した1991
年のゴア副大統領の演説２）に現れ
た懸念、すなわち、情報スーパー
ハイウェイについての米国に対す
る日本や開発途上国の優位性が現
実となる可能性がある。すなわち、
日本のFTTHの加入者数は世界
トップであるため、その動向は今
や世界の関係者の注目の的３，16）に
なっている。このような現状は、
FTTHにおける世界的な国際標
準のリーダシップを日本がこれま
で以上に発揮できる絶好のチャン
スと見ることができる。実際、映
像、音声、データのトリプル・プ
レー・サービスを米国では、既
設のCATV（7,400 万世帯：普及
率：67.7％）で先行的に進めてい
る。しかし、CATVのデータ速
度、30Mbps を 100 ～ 500 の加入
者で共有するため、実際のサービ
ス速度が遅くなるという問題があ
る。これに対し日本のFTTHは、
100Mbps ～１Gbps を 32、あるい
　図表９　FTTHと ADSL の加入者数の年次推移
総務省データ 14）をもとに科学技術政策研究所で作成
　図表 10　通信と放送の融合：FTTHのサービスが適用できる領域
譁オプティキャストの資料 17）をもとに科学技術政策研究所で作成
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は 64加入で共有するため、桁違
いの高速サービスを供給できる点
で優位となる可能性がある。
　また、韓国 18，19）、台湾、中国、
シンガポール、そして、東南アジ
アの国々ではCATV網が欧米ほど
には普及しておらず、日本の事情
と似通っているところがある。そ
のため、これらの国々ではIPネッ
ト上のブロードバンドサービスを
FTTH、あるいは、集合住宅向け
にコスト的に有利なFTTB（Fiber 
To The Building）＋DSLまたは、
HFC（Hybrid Fiber Coaxial ／光と
CATVの混合）で実施する方向が
あり、日本が東アジア圏でFTTH
などアクセス系の標準化をリード
できる可能性が高い。そこでは特
に、13億の巨大なマーケットを有
する中国との連携が重要である。
実際、日中政府主導のIPv6プロジ
ェクト、すなわち、日本から IPv6
ルータを提供して中国の教育科学
ネットワークに組み込む計画が現
在進行しており、北京、上海、広
州の各大学拠点に日立製、富士通
製、NEC製の IPv6 ルータが設置
された。そして、日本との接続や
IPv6 ネットワークの応用研究が
展開されている 20）。アクセス系の
標準化の推進についてもこのよう
な実績を活用して継続的に進める
必要がある。以上がアクセス系の
動向である。
４‐３
ルーターボトルネック
　一方、幹線系の方に目を向ける
と次のような状況である。すなわ
ち、光通信網は、２‐２節で説明
したように、伝送系と交換ノード
系に分けられる。伝送系の容量は、
前述の波長多重方式により飛躍
的に増大した。従って、伝送系の
送受信モジュールの市場について
は、昨年底を突き今年からやや回
復基調にあるものの市場の急な立
ち上がりは期待できない。しかし、
いずれは需要が回復するであろう
伝送速度 40Gbps の送受信モジュ
ールの量産化や、160Gbps の本格
的な技術開発への挑戦を辛抱強く
続け得る企業のみがこの苦しい冬
の時代に生き残るというのが大方
の見方である。
　これに対し、光通信網のもう１
つの基本的な構成要素である交換
ノードの処理能力を左右するルー
タ技術の方に目をむける必要があ
る。電子ルータの処理速度の伸び
は、図表 11に示したように、１
年半で高々２倍である。ところが、
このスピードでは、１年で２倍の
速さで増大するトラフィックの伸
び（図表８）に追随できない可能
性がある。それは、前述のように、
光に特有の波長多重方式がムーア
の法則を越え得るのに対し、電子
ルータのスイッチ速度が、LSI 回
路の性能で決まり、ムーアの法則
を越え得ないからである。
　一方、図表 11中の縦長の楕円
で示したように、この分野で最近、
Cisco 社がシステムスループット
92Tbps という驚異的な性能のル
ータを発表 21）した。この装置は、
数台の電子ルータ間を半導体レー
ザと光ファイバを用いた光インタ
ーコネクションで繋ぎ、これまで
のトレンドを大幅に越える技術開
発を行ったものである。この方式
は、従来の電子ルータに光の利点
を付加したハイブリッド式とも呼
ぶべき方式であり、今後のトレン
ドとなる可能性がある。さらに、
光ルータには、二次元的な波面性
を生かした超高速の並列処理（例
えばレンズによるフーリエ変換）
の可能性がありこの技術にも期待
がよせられている。
　また、光通信網を含む情報通信
機器が消費する電力は、空調設備
を含めて現在のところ総電力の約
５％に過ぎないが、今後のトラフ
ィックの伸びに応えるための通信
機器の普及に起因する電力不足の
到来が危惧される。このため、低
消費電力のシステムを開発するこ
とが極めて重要となる。その意味
で、光のもつ低消費電力性を生か
す技術開発も重要となる。そして、
光ファイバ増幅器の登場で伝送系
における中継器に光電・電光変換
が不必要となったように、交換ノ
ードにおける電子ルータが光ルー
タに置き換わり、送信側から受信
側まで全ての経路で光が光のまま
で通過する全光ネットワークを実
現しようという挑戦的な研究が進
行している。
　そして、高速フォトニックネッ
トワークの次の通信プロトコルと
して、高度な光通信技術力が求め
られるGMPLS（Generalized Multi 
　図表 11　 ルータの伸び（２倍／ 1年半）とトラフィックの伸長に合わ
せたルータ処理速度の向上
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Protocol Label Switching）が国際
標準として浮かび上がっている。
GMPLSとは、光信号の波長を印
にしてルーティング経路を決定し
たり、制御専用の IPチャネルを
用意して実データは光信号のまま
ルーティングする、といった処理
を行なうものである 22）。ルーティ
ングの際に光信号を電気信号に変
換してルーティングを行なうのは
高速性や省電力性を損なうため、
データを光信号にしたままルー
ティングを行う方式が探られてい
る。以上述べてきた、将来への研
究開発課題をまとめると、図表12
れていることに、特に注意すべき
である。さらに、これらには多く
の企業や大学が積極的に参加し、
産学連携によって研究成果を民間
へ技術移転するという商用化のサ
イクルができている。また、カナ
ダでは、“CA*net4”という世界初
の国レベルの光ネットワークが配
備され、e‐ビジネス、e‐コンテン
ツ、e‐ヘルス、e‐教育などのブ
ロードバンドサービスの研究が推
進され、しかも欧米の他の研究開
発ネットワークと接続されている。
　さらに欧州においては、情報
通信インフラの公共性を重視す
る立場から、EUや各国政府が強
い指導力を発揮し、QoS やマル
チキャストの研究をテーマとする
“GEANT”、IPv6 をテーマとする
“6NET”、相互接続、電子コラボ
レーション、e‐ビジネスなどを
テーマとする“SURFnet6”など
の新サービス創造型のプロジェク
トが運営されている。
　そして、アジアにおいても、
IPv6や遠隔教育などをテーマとす
る中国の“CERNET”、QoS やマ
ルチキャスト、IPv6、MPLSなど
をテーマとする韓国の“KOREN”、
および、“KREONet2”、台湾の
“TANet2”、また、シンガポール
の“SingAREN”などが推進され
ており、これらのテストベッドは
全て、米国のいずれかのテストベ
ッドに接続されて国際的な連携で
の新サービスの実証などの研究開
発が推進 24）されている。
　そもそも、長期的俯瞰的立場か
ら見れば、90年代の米国経済の成
功の背景には、それまで弱体化し
ていたハード産業の IT化による
立ち直りと、従来から優位であっ
たソフト産業とを車の両輪とする
推進体制があり、この両輪に乗っ
て長期にわたる経済成長が維持さ
れてきた 25）。従って、光通信の分
野においてもハードだけでなく、
米国が得意とするソフトやサービ
ス面での投資の手を止めないのは
当然である。
　実際、図表13に示したように、
光ディスクやパソコンなどの IT
の産業構造を俯瞰すると、最上位
に知識集約度の最も高い頭脳とし
てのシステムやソフトがあり、心
臓部にキーデバイスがあり、末
端に共通部品（コモディティ）が
あるという図式があぶり出され
る 26，27）。この図式では、上に行く
ほど知的集約度が高く、ビジネス
の付加価値が高い。そして、当然、
国際標準のリーダシップとも密接
5．今後の進め方
５‐１
海外の研究開発動向
　一方、米国では、日本と同じ
ような光通信不況にあるにもかか
わ ら ず、NSF（National Science 
Foundation）やDARPAの資金援
助により、光通信技術を駆使した
研究開発テストベッド、すなわち、
10～ 20Gbps のような高速の光フ
ァイバ通信網を活用した新しいサ
ービス創造のための官民一体の公
的プロジェクトが力強く推進され
ている。主なプロジェクトを挙げ
ると 24）、IPv6、マルチキャスト、
ディジタル図書館などを研究テー
マとする“vBNS+”、 QoSの検証、
セキュリティなどの“Abilene”、
光通信技術のグリッドコンピュ
ーティングへの応用などをテーマ
とする“TeraGrid”、IX（Internet 
exchange）ポイントとなり、かつ、
光スイッチや光ルーティングなど
の研究を行う“StarLight”など光
通信を含む高速ネットワークのサ
ービスやアプリケーションのプロ
ジェクトに重点が置かれている。
つまり、光通信用のデバイスや装
置をテーマとするプロジェクトと
バランスの取れたかたちで推進さ
のようになる。なお、最近、波長
多重方式を越える光通信容量の大
容量化や、セキュリティの向上を
目指した量子通信や量子暗号通信
などの研究開発 23）が活発化して
いるが、紙数の都合上割愛した。
　図表 12　光通信分野の技術課題
幹線系 アクセス系
通信サービス
QoS、セキュリイティ、暗号通信、マルチキャスト、
e‐コマース、e‐政府、トリプルプレー、VOD、
ディジタル家電、ユビキタスetc.
国際標準 GMPLS FTTH（FSAN）
交換ノード
光ルーティング
ハイブリッド
0.1～ 1Pbps
電子ルータ
低コスト
省電力
伝送路
160Gbps＆ Beyond
100～ 1,000 波
低コスト
送受信モジュール
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にからんでいる。このような構造
の上位に日本の技術やビジネスが
どこまで食い込んでいるかが、こ
れまでの、そして、今後の日本の
IT産業の成否を決める指標の１つ
になるのではないだろうか。
５‐２
日本の企業の
研究投資への支援
　以上述べて来たように、光通信
技術と産業を取り巻く状勢は、バ
ブル崩壊後の数年を経て変化しは
じめ、むしろ市場の低迷が底をつ
き回復基調に転換し始めた模様で
ある（図表６）。それは、バブル
崩壊後に、それ以前の伸び以上の
勢いで伸張し始めたインターネッ
ト・トラフィックの増大（図表８）
を見て、来るべき本格的な IT社
会の到来を予測し、投資が徐々に
回復しているからと推測できる。
　しかしながら、日本の企業にと
っては、90年代にはじまった土地
バブルの崩壊後の半導体不況、そ
して、今度は、ITバブルの崩壊
の打撃を受け、投資のマイナス要
因が相次ぎ、企業の研究投資力が
弱体化している。そのため、特に
研究フェーズが若くてリスクの大
きい研究テーマを継続する余裕が
なく、光通信分野を担っていたリ
ソースが他のテーマにシフトする
などの散逸も同時に起きており、
将来に不安を残している。
　研究フェーズが若くリスクの大
きい研究テーマが企業で行われな
くなると、研究開発にとって最も
大切な研究者の頭の中にあるべき
最先端の研究課題に対する問題意
識が希薄となり、画期的な発明の
チャンスが失われる。また、最先
端技術の潮流の中にある研究開発
課題を把握しきれなくなると、こ
れまで最もインパクトの大きかっ
た企業での研究開発に活気が失わ
れ、官や学、あるいは、海外で打
ち出された技術イノベーションの
実用化段階での受け皿となる能力
が失われる。ひいては、先進国は
もとより、開発途上国に対しても
みじめな敗退を余儀なくされるの
ではないかという危惧も生じる。
　こういう時こそ、研究開発への公
的資金投入が不可欠である。これ
まで、日本が強い国際競争力を保持
してきた光通信分野での優位性を
今後も失うことのないよう、公的
投資の継続的支援が必要である。
５‐３
わが国の公的プロジェクトの
現状
　以上の日本を取り巻く状勢に対
し、わが国では、図表 14に示し
た公的プロジェクトが現在進行中
である。この図は、光通信技術の
将来の土台となる基礎的な研究、
応用としてのデバイスや装置、そ
して、システムやサービスの研究
まで一覧したものである。しかし、
これらの研究開発テーマがこれま
で日本が得意としてきたデバイス
や装置の研究に偏った傾向が見ら
れ、あたかもアメリカで進展する
ITサービス・ビジネスの需要を
あてにした部品供給型のプロジェ
クトに見える。しかも、ほとんど
が、ITバブルのピーク時にスタ
ートし、ITバブルの崩壊ととも
に来年度で終了してしまうかのよ
うである。
　勿論、日本にも世界に誇るべ
き高速光ファイバ通信技術を駆使
した ITサービスの研究開発用テ
　図表 13　ソフトビジネスを頂点とし、部品（Commodity）を底辺とする
光ディスク パソコン 通信ネット
ソフト、システム
（コンテンツ）
映画会社
（ハリウッド）
Windows
（マイクロソフト社）
通信プロトコル
サービス
キーデバイス DVDディスク
復号器
MPEG標準
CPU（インテル） ルータ（シスコ）
装　置 プレーヤ PC 送受信機、サーバ
共通部品
（Commodity）
光ピックアップ
半導体メモリ、回路、
メカニクス
メモリ
（HDD、DRAM）
半導体レーザ、
変調器、光検知器、
光ファイバ
　図表 14　わが国の大型プロジェクトの一覧と今後の進め方
36
科学技術動向　2004 年 12 月号 光通信技術と産業の動向と今後の進め方への提言　̶シーズとニーズの融合を目指して̶
37Science & Technology Trends   December  2004
特集2
ストベッド：JGN（Japan Gigabit 
Network）があり、1999 年から
2003 年にわたって推進され、多
くの成果を出している。そして、
引き続き JGN Ⅱが 2004 年度より
2008年までの予定でCNICTによ
る運営でスタートしている。これ
は、10～ 20Gbps の伝送速度をも
つ通信ネットワークの共同利用型
の研究開発体制であり、我が国独
自の通信サービスや通信セキュリ
ティシステムの開発をめざしてい
る。また、学術研究用ネットワー
ク「スーパー SINET」がC国立
情報学研究所によって運営されて
いる。しかし、これらのプロジェ
クトに参加している機関の多くは
大学や公的研究機関であり、企業
の参加姿勢にさらなる積極性が求
められているのが実状である。
　これでは、いつまでたっても、
日本の産業は部品屋の域を脱する
ことができない。このような事態
は、図表 13に示した、パソコン
におけるマイクロソフトの圧倒的
な強さや、光ディスクにおけるコ
ンテンツのハリウッド主導などと
類似し、米国企業のアジアに対す
るコモディティ戦略が光通信の分
野でも存在しているかに見える。
すなわち、通信の国際標準化の基
本となる通信プロトコル、サービ
ス、そしてアプリケーションなど
の研究開発やビジネスの拠点が相
変わらず米国に存在しており、国
際標準のリーダーシップも米国が
とっている。従って、いかに部品
や装置で日本の技術力を売込んで
も、これらをシステムとして動か
すソフトや、サービスアプリケー
ションの力が不足していると、ハ
ード製品においても欧米競合他社
との受注戦で敗北の憂き目にあい
かねない。
6．結　言
　以上の現状認識と将来展望を踏
まえ、光通信分野全体の研究開発
の今後の進め方について、以下の
提言を行う。
　ITインフラの基盤をなす光通
信産業は、今回深刻な光バブル崩
壊の打撃を被った。しかし、鉄道、
放送、自動車など技術イノベーシ
ョンの歴史を見れば、いずれもバ
ブルが発生しており、供給過剰が
生じ需要とのバランスが崩壊し不
況を招いている。ところが社会ニ
ーズが明確な技術インフラは、バ
ブル崩壊後徐々に社会に浸透し、
いつのまにか社会生活になくては
ならない基盤インフラとなってい
る 28）。そして、最近のトラフィッ
クの急増を重く見て今回の光バブ
ルをそれらの経済現象の１つと捉
えれば、一旦下火になったからと
いって研究開発の火を消すことは
得策ではない。そのため、光通信
が本来的に公共インフラの性格を
持つことを再度確認し、この分野
への公的資金投入を続ける必要が
ある。
　資金投入にあたっては、従来
のように、単に部品供給型のシー
ズ優先的研究テーマだけでなく、
“JGN Ⅱ”や“スーパー SINET”
のような研究開発テストベッドを
活用した新しい通信サービスの創
造という需要創出型の研究開発を
セットにし、車の両輪として推進
すべきである。そしてこれを力に
国際標準化活動 29）をはじめとす
る技術とビジネスで世界的なリー
ダシップをさらに発揮していくこ
とが望ましい。
　アクセス系については、FTTH
の加入者数が175万加入を突破し、
世界をリードしている状況であ
り、国際標準のイニシアティブを
日本がさらに強化できるチャンス
である。例えば、米国では、映像・
音声・データのトリプル・プレー・
サービスを既設のCATVが中心
となって先行的に実施している。
ところが日本にはCATVよりも
データ速度が高速のFTTHが普
及しており、より優位な通信サー
ビスの創出で差異化を計れる可能
性がある。また、韓国、台湾、中国、
シンガポール、そして、東南アジ
アの国々では、CATV網が欧米ほ
どには普及しておらず、日本の事
情と似通ったところがある。従っ
て日本が東アジアの国々と協力し
てFTTHなどアクセス系の標準化
をリードできる可能性が高い。特
に、中国との連携では日中政府主
導の IPv6 プロジェクトの実績を
活用し、継続的に協力することが
望ましい。
　そして、コンテンツのネット配
信市場への展開を阻む原因の１つ
となっている著作権問題を早期に
解決し、コンテンツ制作者への創
作意欲を刺激するなどコンテンツ
市場のさらなる活性化が期待され
る。特に、日本のアニメーション
の独創性は世界的に認知されてお
り、ネット配信の普及によってそ
の創作活動がさらに活性化される
ことが期待される。
　一方、幹線系においては、将来
のボトルネックが予想される交換
ノードにおいて次世代の国際標準
として現在進行中の通信プロトコ
ル、GMPLSのリーダシップを発
揮することが望まれる。それには、
これまで日本の技術陣が押し上げ
てきた世界に優位を誇る部品や装
置の技術が強固な盾となる。
　そのためにも、現在、各省の
管轄に分かれて別々に進行して
いるデバイス開発中心のプロジェ
クトを、新サービス創造のテスト
ベッドとしての JGN Ⅱの立場か
ら各々の意義付けを定期的に点検
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し、その上で次のプロジェクトの
方針を鮮明に打ち出して行くこと
が望まれる。具体的には、各々の
プロジェクトのリーダを担ってい
る方々が委員となってプロジェク
トにまたがる総合的な推進委員会
を設置し互いの成果を持ち寄って
技術交流し、将来への指針を探る
など、隣接する技術分野の融合、
さらには、民間と公的研究機関や
大学間の人的交流を従来以上に積
極的に行うことなどの施策が期待
される。
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特集膠
米国における大気中微小粒子・
ナノ粒子の健康影響に関する
研究戦略
̶我が国との比較
客員研究官　新田　裕史 *
環境・エネルギーユニット　浦島　邦子 **
　国民の健康を守るために、大気
汚染物質の健康影響を評価し、大
気汚染物質濃度と健康影響の程度
との量的関係に基づいて環境基準
を定めることは、環境行政の中心
的課題のひとつである。日本では
約 30年前に粒子状物質を含む５
つの大気汚染物質（いわゆる伝統
的大気汚染物質）の環境基準が定
められ、現在に至っている。科学
技術の世界からみれば、伝統的大
気汚染物質の健康影響に関する科
学的基盤はすでにほぼ確立したも
のであり、いわば「古い」研究領
域であり、少なくとも日本では急
速に発展しつつある研究領域とは
無縁のものとみなされていた。
　わが国同様、米国においても
1970年代までには大気汚染防止対
策の効果によって大気は清浄化さ
れて、疫学研究の結果でも大気汚
染に関連する大きな健康問題はな
くなったと考えられていた。図表
１に示されるように、医学文献デ
ータベースMEDLINE での「大
気汚染の疫学」に関する論文数の
動向をみても、1980年代の後半ま
では漸減傾向にあった。しかし、
その後は急激に論文数の増加がみ
られている１）。
　現在、当所では第３期科学技
術基本計画の策定に向けて、さ
まざまな技術予測調査を実施して
いる。その１つとして、研究成果
が主に学術論文として発表される
ような基礎研究、あるいは科学の
分野を対象にして、論文データベ
ースを用いて最近数年間で急増し
ている研究領域を定量的に分析し
た２）。この中で示されている 51
の領域の中に、「大気中粒子状物
質の健康影響」が挙げられている。
他の多くの領域がライフサイエン
スなど、日本をはじめ世界各国が
その振興に重点を置いている分野
であるのに対して、本領域が急速
に発展しつつある研究領域として
抽出されたことは一般にはやや奇
異な印象を与えるかもしれない。
しかし、このような結果となった
直接の要因は、米国での粒子状物
質の健康影響に関する研究の進展
と環境基準という環境行政上の最
も重要な施策決定という２つの軸
の相互作用によるものである。
　本年７月に米国環境保護庁
（EPA）は、大気汚染と心臓血管
疾患との関係に関する疫学研究に
ついて、これまでEPAが過去に
科学研究として提供した中で最高
額である 3,000 万ドル（32 億円）
の補助金をワシントン大学に提供
することを発表した３）。本研究領
域の発展が今後も続く気配をみせ
ている。
*にった ひろし　蘆　独立行政法人国立環境研究所 PM2.5・DEPプロジェクト 疫学・曝露評価研究チーム 総合研究官　
                                  蘆　http://www.nies.go.jp/index-j.html
***
1．はじめに
　図表１　 MEDLINE での大気汚染の疫学に関す
る論文数の推移１）
???
出版年
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２‐１
大気中微小粒子の
健康影響評価の歴史
　大気中粒子状物質の人体に対す
る影響を我々に知らしめる契機と
なったのは、世界各国で発生した
20世紀前半に起きた図表２に示す
ような事柄による。
２‐２
健康リスク評価
　一般に、大気汚染物質の健康リ
スクの評価は複数の研究手法に基
づいて行われる。健康リスク評価
において最もよく採用されるのは
動物実験（in vivo）と疫学研究に
よる知見である。基本的に非実験
科学である疫学研究は、人の集団
における病気の発生頻度とさまざ
まな要因の関連性を調べる学問で
ある。例えば、他の要因との関連
性を考慮した上で、大気汚染物質
へ高濃度に曝露される地域集団と
低濃度曝露団との間で、気管支喘
息発症率を比較するような疫学研
究が実施される。毒性学では実験
動物などに特定の環境因子を一定
条件下で曝露させて、様々な生体
反応の発生状況やそのメカニズム
を調べる。例えば、自動車排ガス
をラットなどに吸入させて、どの
ような生体反応が現れるかを調べ
ることが行われる。
　大気中粒子状物質の健康影響に
関する研究では、一般に疫学研究
による知見が先行して発表され、
これらの疫学的知見の提示した仮
説を検証するために、実験研究が
すすめられるという過程をとるこ
とが多かった。一般に信頼性の高
い疫学的知見が入手可能である場
合には、健康リスクの評価には動
物実験データよりも疫学データが
好ましいと考えられている。昨年
示された中央環境審議会の答申の
中で「環境目標値の設定に当たっ
て数値の算定に必要となる有害性
評価に係る定量的データは、主に
疫学研究と動物実験から得られる
が、このうち疫学研究はヒトから
直接得られるデータであることか
ら重要度が高く、これまで環境基
準の設定の検討においても、原則
として疫学研究などヒトのデータ
に基づいて設定されてきていると
ころである。一方、信頼し得るヒ
トのデータがない場合は、動物実
験のデータをヒトへ外挿すること
により数値を算出するのが一般的
である」とされている４）。ただし、
疫学データを好ましいとすること
と、１つ２つの数少ない疫学研究
結果を重視することとは違う。疫
学研究が基本的に観察研究である
ことから、環境分野では特に信頼
性の高い結果の一致性、すなわち
異なる集団で互いに一致する結果
が得られているかどうかを重視し
ている。
２‐３
大気中粒子状物質の特徴と
人体への影響
　人の呼吸器は鼻腔および口腔か
ら咽頭を経由して、気管から気管
支へと約 20数回枝分れしながら、
最終的に肺胞に達する。気管は２
cm弱の直径があり、気管支の末
端では１mm以下となって肺胞に
つながっている。粒子が吸入され
ると、粒径①の大きいものは衝突
ないし沈降によって気道壁に沈着
する。肺胞領域まで達した粒径の
小さい粒子は拡散によって肺胞壁
に沈着する。
　一方、大気中粒子は粒径によっ
てその生成機構が異なり、微小粒
子の方が健康影響からみて問題が
大きいと考えられる成分が多く含
まれている。そのため、粒径はそ
の呼吸器系への沈着と大気中での
生成機構による成分の違いの両面
から、健康影響に大きく関わって
2．背　景
　図表２　大気汚染による被害
年 場所 事件名 被害
1930年 ベルギー ミューズ川渓谷事件
リェージュの近くで石炭燃焼を行う
鉄鋼業工場が多いムーズ川沿いの大
気汚染で 63人に上る死亡者がでた。
当時は静穏な状態が続き、霧が発生
しためSO2 の高濃度汚染となった。
1948年
米国ペンシル
バニア州
ドノラ事件
渓谷にあった製鉄と亜鉛精錬工場
からの排煙が原因で 20人が死亡し、
5,910 人（住民の 43％）が病気にな
った。
1950年 メキシコ ポザ・リカ事件
工場において、天然ガスから硫黄を
取り出す過程で硫化水素（H2S）が
誤って大気中に漏れた。300名余り
が病院に収容され、22人が死亡。
1952年 英国 ロンドンスモッグ事件
約１週間にわたって粒子状物質と二
酸化硫黄濃度が上昇して、約 4,000
人が死亡した。
1960年代 四日市 四日市喘息事件 喘息や気管支炎の被害が続出した。
用語説明
①粒径
　粒子状物質を粒径によってもの
さしで測った長さではなく、空気
の流れの場の慣性に関わるもので、
空気力学径と呼ばれている。
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くることになる。
　我が国では大気中粒子状物質
のうち、粒径 10μm以下の粒子
（浮遊粒子状物質と呼ぶ。SPMと
略称される）について環境基準が
定められている。米国ではPM10
と PM2.5 の２種類の粒径特性を持
つ粒子の環境基準が設定されてい
る。PM2.5 は空気力学径が 2.5μm
以下の粒子のことである。ただし、
2.5μm以下の粒子といっても、
2.5μm以下の粒子を 100％含み、
2.5μmを越える粒子は全く含まれ
ないというものではない。PM2.5
は捕集効率が50％となる空気力学
径が 2.5μmとなる粒子のことで
ある。同様に、PM10 は捕集効率
が 50％となる空気力学径が 10μm
となる粒子のことである。一方、
我が国の SPMは 10μmを越える
粒子が 100％カットされている粒
子のことである。SPMとPM10 は
異なる粒径分布を持つものであ
り、平均粒径からいうとPM2.5 ＜
SPM＜PM10 ということになる。
　これらの粒径に基づく粒子状
物質に関する名称以外にも、国の
種々の法律や規制の中にさまざま
な粒子の名称が表れる。粉じん、
ばいじん（煤塵）、ばい煙などで
ある。さらに、粉じんの中にも浮
遊粉じん、スパイクタイヤ粉じん、
特定粉じん（石綿など）の種類が
ある。これらの多くは、生成過程
に由来するもの、測定法に由来す
るもの、ないし発生源に由来する
名称である。ディーゼル排気粒子
は発生源に由来する名称の例であ
る。また、大気科学の領域では大
気中粒子状物質とほぼ同義でエア
ロゾルという用語が用いられるこ
とも多い。
3．米国における大気中粒子状物質に関する90年代以降の研究戦略
３‐１
PM2.5 大気環境基準設定の
インパクト
　米国では、粒子状物質の大気
環境基準は 1971 年に初めて定
められ、その後 1987 年に改定さ
れ、さらに 1997 年に再改定され
た。1971年の環境基準はTSP（総
浮遊粉じん）について定められた
ものである。1987 年には PM10 に
ついて定められた。1997 年の新
しい環境基準では、PM10 に加え
てPM2.5 の環境基準が追加された。
TSPでは粒径についての規定は
なかったが、標準測定法であった
ハイボリウムエアサンプラーの特
性から実質的には約 40μm以下の
粒子が捕集されていた。したがっ
て、米国の粒子状物質の環境基準
は 40μmから 10μm、さらに 2.5
μmと徐々により細かい粒子を視
野にいれて改定されてきたといえ
る５）。
　PM2.5 の環境基準が設定された
のは、それまでの環境基準値以下
のレベルでも死亡、疾病等の健康
影響と大気中粒子濃度との関連性
がみられることと、さらにPM10
よりも PM2.5 の方が関連性が大き
い可能性を考慮したものである。
環境基準は年平均値と 24時間平
均値それぞれについて定められて
いる。成人の死亡率の上昇、子供
の気管支炎の増加、子供の肺機能
低下などの健康指標が長期曝露の
影響として取り上げられている。
また、急性死亡、入院増加、呼吸
器症状増加、肺機能低下が、PM2.5
濃度の日間変動などの短期的変
動と関連することが示されてい
る。その中で最も特徴的な知見は
PM2.5 濃度の日平均値がその日な
いし翌日の死亡と関連するという
ものである。しかも、ロンドンス
モッグ事件のような高濃度現象に
伴うものではなく、世界の大都市
部で普通に観測される程度の日間
変動範囲で認められるというもの
であり、それまでの「常識」を覆
すものであった。
　1980 年に疫学の分野で最も権
威ある学術雑誌のひとつである
American Journal of Epidemiology
に、英国の著名な疫学者らの粒子
状物質の大気汚染による健康影響
に関する総説が掲載された６）。そ
の中で、一般の大気環境でみられ
る濃度範囲の粒子状物質と二酸化
硫黄（SO2）によって、健康な人
に死亡を引き起こすような証拠は
ないと結論づけた。この総説は米
国の鉄鋼業界がスポンサーになっ
ていたために社会的な議論を引き
起こしたが、結論は当時の学会の
共通認識から大きく外れたもので
はなかった。多くの研究者は短期
的な曝露で健康影響が生ずるよう
な大気汚染はすでになくなり、低
濃度の長期曝露によってのみ健康
影響が起こりうると考えていた。
　1987年の環境基準改定以降、コ
ンピュータや統計解析手法の進歩
により、新たな研究の展開が起こ
った。米国や欧州のいくつかの都
市における日死亡と、大気中粒子
濃度との正の相関を示す研究報告
が続けて発表された。同時に、最
も有名な大気汚染の健康影響に
関する長期疫学研究のひとつで
あるハーバード大学研究グループ
のSix City Study による死亡に対
する長期曝露影響に関する疫学研
究成果が 1993 年に New England 
Journal of Medicine 誌に発表７）さ
れ、大気中粒子の健康影響に対す
る関心が一気に高まった。先に述
べた図表１で示される論文数の増
加に転じたのは、このような時期
に当たっている。そのような状況
の中でEPAは 1994 年より環境基
準の見直し作業を開始して、1997
年に改定に至ったのである。
　EPA は粒子状物質の環境基
準改定と同時にオゾン（O3）の
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環境基準についても改定した。
SPMや PM2.5 の生成には、ガス
状大気汚染物質である窒素酸化物
（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、揮
発性有機化合物（VOC）、および
大気中でこれらが光化学反応を起
こして生成するO3 が関係してい
る（図表３）。したがって、微小
粒子とオゾンの環境基準を達成す
るための規制はガス状大気汚染物
質を含む多くの大気汚染物質の排
出源に及ぶことになる。すなわち、
微小粒子とオゾンの環境基準設定
は、単に一次粒子の排出規制に留
まらないインパクトを排出者に与
えることになる。
　環境基準の設定とそれに伴う規
制は、利害の対立を生む。大気汚
染の場合には曝露される人口が非
常に多く、子供、高齢者、病弱者
などの高感受者が含まれる。さら
に、主要な大気汚染の発生プロセ
スは化石燃料の燃焼であるため、
排出者は化石燃料を使用する産業
界から消費者まで広範囲である。
また、汚染防止対策や健康被害
により経済的にも大きな費用を発
生させる。EPAは 1997 年の環境
基準改定時に Regulatory Impact 
Analysis ９）を行い、環境基準を
達成することによって１年当たり
190 億ドルから 1,040 億ドルの便
益があり、一方、費用は 86億ド
ルと推計した。便益には大気汚染
に関係する死亡、病気、労働損失
や活動制限の減少によるものが含
まれる。費用の主なものは規制に
対応するための大気汚染防止設備
への投資である。
　1997年の環境基準改定後、産業
界等はこの大気環境基準の有効性
等について裁判所に提訴した。訴
えのポイントは環境基準改定が十
分な科学的根拠なしに行われたと
いうものであった。具体的には、
PM2.5 が人の健康に与える影響の
メカニズムは明らかとなっておら
ず、またEPAが基準の根拠とし
た疫学研究では、曝露と健康影響
との間に強い統計的な関係が示さ
れていたとしても、それが因果関
係かどうかは明確ではなく、環境
基準の根拠としては不適切である
というのが原告の訴えであった。
この裁判は現在では一応決着し、
基本的にEPAが勝訴して、PM2.5
については改定された環境基準が
有効となっている。
３‐２
優先課題の設定、予算措置
　1997 年の改定、特にPM2.5 の環
境基準の追加は、複数の疫学研究
に基づくものである。EPAは疫
学研究結果の一致性を重視して環
境基準を改定したが、裁判での争
点となったように、これらの科学
的知見には多くの不確実性が含ま
れていたことも事実である。この
ような科学的知見の不確実性をで
きるだけ減らすために、1998 年
に米国議会は大気中粒子状物質研
究予算を倍増させるとともに、全
米科学評議会（NRC）による大気
中粒子状物質の研究推進・管理を
EPA長官に指示した。NRCは議
会の要望に応えるために、環境基
準設定に必要と考えられる優先研
究課題の選定、大気中粒子研究ス
キームの提示、研究進捗状況の監
視のための委員会を設置した。
　NRC委員会は大気中粒子状物
質の排出から大気中の動態、人へ
の曝露、体内への吸入、生体影響
発現の５つの基本要素ならびに各
要素間の関連性にいたる全ての過
程の中で、科学的不確実性をリス
トアップした 10）。
　環境基準の設定のためには当該
汚染物質への曝露量と健康影響と
の量的関係（量‐反応関係）に関
する知見が必要であることはいう
までもないが、設定された環境基
準を達成するための規制を公正か
つ効率的に実施するためには、発
生源から人への曝露に至る過程の
すべてを科学的に解明しなければ
ならない 11）（図表４）。そのため、
米国の大気中粒子状物質の研究戦
略は、環境行政上の要請である環
境基準値の科学的根拠の不確実性
を減少させるという直接的な目的
に留まらず、大気汚染物質の排出
から大気中の動態、人への曝露、
体内への吸入、および生体影響発
現に関わる医学、生物学、大気科
学、計測技術などの関連する基礎
科学までも含むものとなった。
　大気中粒子研究の優先課題選
定は科学的価値、政策決定にお
ける価値、および実行可能性とタ
イミングという３つの軸で評価さ
れた。タイミングについては当初
2002年の環境基準の再検討時期が
目標とされた。その結果、図表５
　図表３　大気中での粒子状物質とオキシダントの生成８）
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の10の優先課題が選定された。
　これらの 10課題について 1998
年から 2010 年まで 13年間の研究
ポートフォリオを提示した。EPA
は具体的な研究推進のために、非
競争的資金や競争的研究資金の
枠組みである STARプログラム
（The Science to Achieve Results 
Program）を活用して、大学など
の外部研究機関やEPAの内部研
究機関に研究費を投入した。1999
年には議会の要請により、STAR
に基づき粒子研究センターを設置
することになった。この研究セン
ター募集には全米から 20の応募
があり、ハーバード大学、ニュー
ヨーク大学、ワシントン大学、カ
リフォルニア大学ロサンゼルス
校、ロチェスター大学の５大学が
COEに選ばれた。各研究センタ
ーには 1999年から５年間で約 800
万ドルの研究費が助成された（な
お、現在、第２期の研究センター
が公募されている）。
　EPA は 1998 年 ～ 2003 年 ま
でに年間約６千万ドル、総額約
３億７千万ドルの研究費を大気中
粒子研究に投入した（図表６）。こ
のうち大学等の外部研究機関への
研究予算は約32％であり、残りは
EPAの付属研究機関等の内部研
究予算であった。これらの研究費
には上記 10課題に関するものの
他に、これらの研究の基礎となる
大気中粒子状物質の標準測定法の
検討、粒子中化学成分分析法の開
発、スパーサイトと呼ばれる全米
７カ所に設置された高度モニタリ
ングサイトの運営費、排出源デー
タベース作成なども含まれる。
　NRC委員会は、1999 年と 2001
年の中間評価の報告書 12，13）で研
究課題の若干の改定と研究進捗状
況の評価を行った。2004 年には
1998 年から 2003 年までの研究成
果を評価した 14）。同時にEPAは
５年間の研究成果に関する報告書
を公表した 15）。この報告書には、
EPAの研究助成による約 700 の
文献と、EPA以外の関係省庁・
団体の助成による約 50の文献が
示されている。
　図表４　 科学的不確実性抽出の元となった米国での大気中粒子状物質
に関する研究の基本的枠組み 10）
　図表５　米国における大気中粒子物質に関する優先課題
課題 内容
① 屋外濃度測定値と人への真の曝露量
の関連性
屋外固定測定局での測定データと実際の個人曝露量との定量的な関係はどのようなものか。多くの
疫学研究において、対象集団への曝露の指標として屋外固定大気測定局のデータが代替使用されて
きたということに対する批判を踏まえて実施される。
② 高感受性グループへの粒子有害成分
曝露
課題①を高感受性群と有害成分に特化したものである。基本的に課題⑤の成果をうけて進められる。
③排出源特性の解明
発生源における一次粒子排出量、粒径分布、化学組成、ならびに大気中で二次的に粒子化するガス
状大気汚染物質排出量に関するインベントリの整備とそのための方法論の検討である。
④ 大気質モデル開発と検証
大気中での核生成、有機エアロゾル生成、大気化学反応、乾性沈着、垂直混合、気候モデルの影響、
など種々の大気中粒子の生成、動態に関する過程のモデル化とその検証に関するものである。
⑤ 健康影響をもたらす有害成分の評価 人の健康に悪影響をもたらすのは大気中粒子のどのような物理化学成分であるかを評価する。
⑥ 呼吸器への粒子沈着と排出
高感受性者の呼吸器系（鼻咽頭、気管・気管支、肺）への粒子の沈着および沈着した粒子の排出速
度と機構を検討する。
⑦ 粒子状物質とガス状物質の共存影響
粒子状物質の健康影響と他のガス状大気汚染物質による影響とをどのように分けることができる
か、また両者が共存する大気の曝露による影響をどのように解明するかということである。
⑧高感受性群の同定
どのような属性の集団が粒子状物質の曝露によってより強く影響をうける可能性があるかを明らか
にする。
⑨障害メカニズムの解明
疫学研究で示された大気中粒子状物質曝露と死亡率および疾病率との関係を説明するメカニズムの
解明に関するものである。
⑩統計データ解析
疫学研究で収集されたデータの解析のための統計的手法が粒子の健康リスク推計にどのような影響
を与えるか、統計的手法の改善、大気汚染と健康の関連性を推計するにあたっての測定誤差と誤分
類の影響はどの程度であるかを検討する。
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４‐１
我が国における大気環境基準
　我が国の大気中粒子状物質の環
境基準は昭和 47年に初めて定め
られたものである。翌 48年には
二酸化いおう、一酸化炭素、光化
学オキシダント、二酸化窒素と合
わせて、５つの大気汚染物質の環
境基準が告示された。これら伝統
的大気汚染物質のうち二酸化窒素
については昭和 53年に環境基準
が改定された。我が国の大気中粒
子状物質の環境基準の根拠とされ
ている健康影響指標項目は、死亡
率の上昇、気管支炎の増加、肺機
能低下などであり、当時の米欧で
の疫学的知見に、我が国での知見
を追加したものである。
　粒子状物質の環境基準だけでは
なく、他の伝統的大気汚染物質の
環境基準設定や大気環境行政上の
重要な決定の際にも、米欧の多く
の科学的知見に環境省（庁）が独
自に実施した、数少ない調査結果
を加えたものを根拠する、という
構図が採用されてきた。例えば、
環境庁設置前の厚生省によって実
施された「煤煙等影響調査」は、
硫黄酸化物に係わる環境基準の設
定の際に、重要な根拠となるとと
もに、公害健康被害補償法に基づ
く地域指定の基準作成の際にも重
要な資料となった。昭和 53年の
二酸化窒素の環境基準改定の際の
「複合大気汚染健康影響調査」、昭
和 61年の公害健康被害補償法の
地域指定解除の際に、資料として
提出された環境庁が実施した２つ
の調査などは、それぞれ重要な役
割をもっていた 16～ 19）。いずれの
調査においても環境省（庁）に検
討会が設置され、大学や試験研究
機関に所属する検討会メンバーが
実質的に調査を担当する手法がと
られていた。環境省では平成 12
年からPM2.5 の健康影響に関する
調査を開始しているが、この調査
も微小粒子状物質曝露影響調査検
討会の下で実施されており、現在
までこの構図に大きな変化はみら
れない。
４‐２
旧来の公害問題、伝統的大気
汚染に関わる研究資金
　環境省が管轄する競争的研究資
金の枠組みには、このような伝統
的大気汚染物質の研究を提案でき
るものは、一部の例外（地球環境
保全等試験研究費のうちの公害防
止等試験研究費）を除いて含まれ
ていない。この例外においても参
加機関は各省庁の国立試験研究機
関と独立行政法人試験研究機関に
限られ、大学は除かれている。実
質的には環境省における競争的研
究資金は、地球環境、環境技術開
発、廃棄物の分野に限定されてい
る。米国におけるような競争的資
金と非競争的資金の両者を活用し
た研究戦略を日本で実行すること
はできない。環境省における伝統
的大気汚染に関する調査研究は、
非競争的資金によって実施されて
きた。
　図表６　 EPA 大気中粒子状物質に関する研究費
4．我が国の大気環境行政と研究動向
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　ある物質の生体への影響を検
討する際の最も基本となる考え方
は、生体影響（毒性）は物質の量
（重量）とともに単調に増加する、
ということである。しかしながら、
ナノ粒子の場合にはその基本的な
考え方が適用できない場合がある
のではないかという議論が行われ
ている。ナノ粒子は重量が僅かで
あっても個数ないし表面積では寄
与が大きく、それが健康影響とよ
り関連しているのではないかとい
う指摘である。ナノ粒子では、従
来研究対象としてきた粒子とは異
なる体内への取り込み経路、体内
動態、生体防御機構の認識、毒性
発現があり得るのではないかと懸
念されている。
　すでに米国の大気中粒子に関す
る研究戦略において、粒子状物質
の汚染指標としてどのような粒径
範囲が適当であるかという観点か
ら、PM2.5 よりも小さいPM1.0 やさ
らに小さい超微小粒子と呼ばれる
0.1 μm以下の粒子（PM0.1）の健
康影響評価が組み込まれている。
COEのひとつであるロチェスタ
ー大学は、超微小粒子の研究を主
に担当している 20）。また、ヨーロ
ッパを中心に、自動車排ガス中の
ナノ粒子の計測法に関する検討 21）
が開始されている。
　我が国でも国立環境研究所に
おいて、自動車排ガス中のナノ粒
子の健康リスク評価のための実験
施設を建設中であり、近々動物実
験等が開始されることになってい
る。このように、大気中粒子状物
質の健康影響評価に関する分野で
はすでに、ナノ領域の粒子を研究
対象に加えつつある。
　一方、ナノテクノロジーの進展
に伴って作り出される種々のナノ
材料の毒性について、関心が高ま
りつつある。先頃、NIH（米国国
立健康研究所）は、全米毒性プロ
グラム（NTP）における毒性評価
対象物質にナノ材料を加えた。当
初の対象物質は単層ナノチュー
ブ、二酸化チタン、量子ドット、
フラーレン類となっている 22）。ま
た、EPA、NSF（全米科学財団）、
およびNIOSH（全米労働安全衛
生研究所）は、共同でナノ材料の
環境影響と健康影響の研究に関す
る総額約 700万ドルの研究公募を
開始した 23）。米国ではナノ材料の
毒性研究が開始されようとしてい
る。
5．ナノ粒子の毒性に対する関心の高まり
6．日本における研究の展望と課題および政策提言
　これまで議論してきたよりも広
域の東アジアスケールから、地球
スケールの大気中エアロゾルの問
題が地球環境問題との関連で注目
されている。この問題は、科学技
術動向 2002 年 11月号（特集４エ
アロゾルの地球温暖化への影響の
研究―残された課題への取り組み
―）で詳しく解説されているが、
環境省の地球環境研究推進費や文
部科学研究費補助金などの競争的
資金によって、研究の重点化がさ
れている。一方、国内問題として
の大気中粒子状物質に関する研究
については、研究推進の基本的枠
組みから検討する必要がある。
　第一に、健康影響に関する日
本独自の知見をどの程度持ってい
る必要があるかを考えなければな
らない。米国や欧米の一部の国々
を除く多くの国において、環境基
準を設定するための科学的根拠
は、他国での研究によるものであ
る。場合によっては世界保健機関
（WHO）が示したガイドライン値
をそのまま環境基準とすることも
ある。しかしながら、我が国にお
ける環境基準設定のためには我が
国における大気中粒子に曝露され
る居住者の健康影響に関する知見
が必要である。環境基準の科学的
根拠として、これまで疫学的知見
が重視されてきた。疫学は、現実
世界での曝露とそれに引き続く健
康影響をとらえることができる、
という点で大きな長所を持ってい
るが故に重視されてきた。しかし
ながら、現状では大気汚染に限ら
ず環境汚染の関わる疫学研究の分
野では研究を維持するための研究
費、人材が圧倒的に不足している。
この分野の競争的研究資金がない
ために、人材育成のための研究室
を維持することは困難であり、人
材が不足しているために競争的研
究資金の枠組みを創出するだけの
パワーを持ち得ないという悪循環
に陥っている。日本独自の知見を
得るための短期的な研究資金投入
と共に、人材育成を視野に入れた
長期的な研究助成の枠組みを構築
する必要がある。
　一方、どの程度の研究投資が必
要であるか、米国ほどの研究投資
が必要であるかどうかについて十
分に検討しなければならない。こ
れについては米国EPAが実施し
た Regulatory Impact Analysis の
ように、大気汚染の影響を受ける
人口、健康リスクの大きさ、対策
効果と費用などを定量的に見積も
り、他の環境汚染に係わる健康リ
スクとの対比において判断すべき
である。
　第二に、環境基準を達成するた
めに、最も効率的な施策に必要な
研究をどのように進めるかという
ことである。米国の研究戦略で示
されたように、行政上のミッショ
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ンを達成するために、曝露量と健
康影響との量的関係する知見に直
結する研究のみならず、大気汚染
物質の排出から大気中の動態、人
への曝露、体内への吸入、および生
体影響発現に関わる医学、生物学、
大気科学、計測技術などの関連する
基礎科学の推進が必要である。
　第三として、ナノ粒子の毒性
に関する研究については、日本に
おけるナノテクノロジーの研究開
発戦略の中に位置づける必要があ
る。直接ナノテクノロジーに携わ
っている材料を中心とした研究者
ばかりではなく、生物系、薬学系、
疫学系、医学系の研究者も交えて
研究を推進すべきである。この
研究は米国でも検討が開始され
たばかりである。わが国でも関
連省庁ならびに研究機関がナノ
材料のリスクに関する議論を始
めている 24）。関係機関が一体と
なることにより、この分野におけ
るイニシアティブを取れる可能性
は十分ある。
　環境問題において予防的方策や
予防原則といわれる考え方 25）が、
国際的なコンセンサスを得つつあ
る。これは、人の健康や生態系に
対して深刻な、あるいは不可逆的
な被害のおそれがある場合には、
科学的証拠が不確実であること
を、費用対効果の大きな対策を延
期する理由として使ってはいけな
いということを表現している。予
防的方策や予防原則に基づく政策
決定は、有害性を明確に認識した
上で、厳密に科学的不確実性を評
価しようとしている伝統的大気汚
染物質の場合とは異なる考え方に
よるものである。もし、ナノ粒子
が人や生態系に何らかの悪影響を
及ぼすおそれが僅かでもあれば、
予防原則の考え方に基づいて規制
が進められると考えられる。した
がって、そのことをいち早く捕ま
えた者が次の開発の主導権を握る
ことになるかもしれない。
　米国ではすでに多くの環境問題
において、「レギュラトリー・サ
イエンス」での評価手法が検討・
実施されている。健康に影響する
さまざまな規制は、あくまでも基
礎研究に基づいた科学的根拠のみ
によって決定されるべきである。
ナノ粒子に関わる問題点も、レギ
ュラトリー・サイエンスに基づい
て正しく実施され、国民生活の向
上に反映されると同時に、今後の
我が国の科学技術の発展に大きく
寄与することが望まれる。
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特集膕
科学技術政策をめぐる
米国の科学者たち
環境･エネルギーユニット　浦島　邦子
1．はじめに
　我が国が直面している諸課題を
克服し今後の展望を拓いていくた
めに、科学技術は重要な鍵を握っ
ている。即ち我が国は、科学技術
基本計画により示される総合的な
政策およびこれらに基づく具体的
な施策を積極的に展開することに
より、科学技術を振興し、直面す
る課題を適切に克服していく必要
がある。社会においても、科学技
術のみならず社会を巡る様々な課
題について、科学的・合理的・主
体的な判断を行い得る基盤の形成
を促し、例えば疾病や災害の発生
や影響拡大の仕組みなどを解明し
対策を立てていくことが必要であ
り、科学技術はこのための手段を
提供するものである。同時に、科
学技術には負の側面もあり、それ
への対応も適切に行うことを忘れ
てはならない１）。こういったリス
クに関する科学的研究として、「レ
ギュラトリー・サイエンス」がし
ばしば用いられる。
　レギュラトリ ・ーサイエンスは、
1987 年に内山氏（国立医薬品食品
衛生研究所名誉所長）が、「われ
われの身の回りの物質や現象につ
いて、その成因と実態とをより的
確に知るための方法を編み出す科
学であり、ついでその成果を使っ
てぞれぞれの有効性（メリット）
と安全性（デメリット）を予測・
評価し、行政を通じて国民健康に
資する科学である」として、主に
医薬品、食品分野を対象に提唱さ
れた２）。
　欧米で、この用語を最初に用い
たのは、物理学者のワインバーグ
で、1972 年の論文で提示している。
彼は、現代社会が科学的に問うこ
とはできるが科学だけでは回答が
得ることはできない問題群、すな
わち安全基準設定をはじめとする
安全規制などの課題に取り組む科
学をこう呼んでいる。しかし、彼
は問題提起にとどまっている３）。
その後、1987 年に米国の Jasanoff
は、論文「政策関連科学におけ
る拮抗的境界線」でアメリカの規
制官庁が行う種々の政策の科学的
根拠について、社会構成主義的立
場（注１）からの分析を試みている。
この論文によると、規制官庁は必
ずしも因果関係が明確ではない科
学的根拠に基づいて政策決定をす
る場合があることなどを指摘して
いる。つまり、一見科学的に思わ
れる言説も、完全に科学的という
わけではなく、政治・経済的思惑
が入り込む場合があることを明確
にしており、レギュラトリー・サ
イエンスにおける政治と科学の境
界線は常に揺れ動いていると言及
している４）。特に、気候変動や再
生可能エネルギー、ES 細胞研究、
教育（例えば進化論）など、科学
だけでは解決できない問題を含む
要素が多いテーマについて、この
レギュラトリー・サイエンスが広
く用いられる。
　本稿では、アメリカにおいて科
学者と政策決定者の間で、最近論
争されているレギュラトリー・サ
イエンスをめぐる事例を以下に紹
介する。
（注１）客観的かつ絶対的な物事の存在を前提とせず、リアリティは社会
的に構築されたものであるとする立場。
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２‐１
レギュラトリー・システムと
規制策定に関わる組織
　一般にレギュラトリー・シス
テムは図表１のような背景に基づ
き、議論される５）。
　1993 年、 米 国 議 会 は GPRA
（Government Performance and 
Results Act of 1993） を 可 決 し、
米国連邦政府のすべての省庁に対
し、遂行しようとするプログラム
の目的・達成目標・測定指標を設
定し、それに対する結果説明を義
務づけた。つまりこの法律によっ
て、限られた予算の中で行うべき
政策に優先順位をつけ、それがど
のように達成されているかを明確
にすることが義務付けられた。米
国では、この GPRA 制定により
連邦政府に本格的に行政評価が導
入され、各省庁において、政策立
案、業務の進め方、およびその成
果が体系的に評価されるようにな
った６）。現在、米国の規制政策へ
関わる組織は図表２のようになっ
ている。
２‐２
OMBによる
新査読システムの提案
　2003 年８月、ホワイトハウス
の行政管理予算局（OMB：Office 
of Management and Budget） が
公報に「レギュラトリー・サイエ
ンスのための査読方法に関する
提案（Proposes draft peer review 
standards for regulatory science）」
という新案を発表７）した。これは、
連邦政府が行う規制に関連するよ
うな研究への公的資金投入につい
て、そのピア・レビューの質・目的・
ユーティリティ、公平性の向上
を改善しようとするものである。
OMB が科学技術政策局（OSTP：
Office of Science and Technology 
Policy）と一緒に調整し進めてい
る、重要な科学の知識の配布に対
する新しいガイダンスという位置
づけを持っており、規制方針に関
連したすべての科学的・技術的研
究に対して適用される。その内容
は、環境や健康に関する勧告など、
政府の規制事項に影響を与えるす
べての研究に関し、同じ分野に関
わる中立な研究者による徹底的な
査読（ピア・レビュー）を導入す
るというものである。特に、この
提案では規制に関する重要な情報
の場合、管轄政府機関と関連のな
い査読者が必要だとしている。さ
らに、関係する政府機関から資金
提供を受けている専門家で、最近
数年間にその機関関連の査読を２
回以上行なっていたり、１回でも
同一のテーマで査読を行なってい
る場合は査読者候補から除外する
こととなっている。
２‐３
米国の研究開発支援に関する
「査読」の状況
　通常、アメリカの省庁（DARPA、
NSF、DOE、NASA など）では、
研究開発支援プログラムの選定方
式として、「ピア・レビュー方式」
と「プログラム・マネージャー方
式」の２方式が採用されている。
「ピア・レビュー」方式は国内外
の外部査読者に提案の評価を委ね
るもので、基礎研究での支援の場
合に採用される代表的な方法であ
る。ピア・レビューは米国の研究
開発プログラム選定の基本方針と
も言えるもので、政府の研究開
発支援プログラムの採用に際して
30％をこの方式が占めているとさ
れている８）。米国では、外部査読
者、プログラム・マネージャーな
2．米国のレギュラトリー ・システムとOMBによる新査読システムの提案
　図表１　レギュラトリー・システムの概要
経済産業省遺伝子組換え生物管理小委員会第２回会合2001年 11月 21日参考資料をもとに作成
　図表２　米国の規制政策へ関わる組織図
経済産業省遺伝子組換え生物管理小委員会第２回会合 2001年 11月 21日参考
資料をもとに作成
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どによる採否決定までの分業体制
が確立しており、多くの専門家に
よる公平な審査が可能であるが、
審査に膨大な時間と費用を要する
のが欠点である。一方、研究開発
支援におけるプログラム・マネー
ジャーの役割は、外部査読者の審
査結果を検討資料として「研究内
容に関する」採否を決定し、上層
部の決定機関に結果を勧告として
提出するものである。
3．OMB提案に対する批判
３‐１
OMBの新査読制度に関する
科学者からの批判
　UCS はこの OMB 案が発表され
た後、科学者からの多数の異議や
苦情を受けたことから、ブッシュ
政権の科学分野における政策決定
の詳細について調査を開始した。
　今回の論点の経緯を、図表３に
示す。
　OMB 提案に対して 2004 年２
月、憂慮する科学者同盟（Union 
of Concerned Scientist、UCS） は
ノーベル賞受賞者 20 人および前
大統領科学顧問、元国立科学財団
長官、元国立標準研究所長などを
含むおよそ 60 名の科学者たちの
連名により、「政策決定における
科学的公正（Scientific Integrity in 
Policymaking）」と題した 37 ペー
ジに及ぶ報告書９）を発表した。同
時に「ブッシュ政権は、環境、健
康、生物医学研究および核兵器に
関する政策決定の際、政府の都合
のいいように科学的事実を歪曲し
ている」という声明を発表 10）し、
この新しい OMB 案は政府寄りの
偏った案であり多くの問題を含ん
でいると抗議した。この報告書と
声明はともに、下記のような点を
問題として挙げている。
蘆 ブッシュ政権は、数多くある政
府の諮問委員会の一部を解散に
追い込み、さらに現政権と同じ
意見を持つ科学者だけを委員会
のメンバーにしている。
蘆 多くの連邦政府機関において、
現政権にとっては不都合な科学
的知見への抑圧・歪曲が行われ
ていたと見られ、それらは特に
保健医療、公共の安全、福祉に
影響を与えている。
蘆 政府の政策に反する恐れのある
報告が公表されることを避ける
ために、有識者による科学的助
言パネルをコントロールしよう
とする行動が見られる。
蘆  OMB が科学的な情報に基づい
た規則制定や意思決定の失敗
例を１つも挙げていない。
　さらにこの報告書は、このよう
な科学に対する操作、抑圧などの
範囲と規模は、今までに前例のな
いものであると述べてある。また
科学者たちは政府が「Restoring 
the Integrity of Science」11） と い
う名のもとに進めている政策は、
健康や環境に対して、その名とは
逆に悪影響を及ぼす恐れがあると
批判 12）している。さらに、最近
の政策に見られる傾向は、科学の
基礎を揺るがすものであり、早急
に対処すべき事態である、と記述
している。
　また科学者が普段用いている「査
読」という言葉を、政府が都合の
いい解釈のもとに使用する点も取
り上げている。一般に科学論文は、
同じ研究分野の科学者から査読と
いう形で審査を受け、そのプロセ
スを通ったものだけが発表される。
これは、その研究領域の専門家た
ちが、論文に書かれている研究に
新規性があるかないか検証するプ
ロセスで、審査結果によっては公
に発表するには新規性が乏しいな
どの理由で却下されることも多
い。しかし今回の提案書によると、
このホワイトハウス版「査読」で
は、政府や政府に近い企業に都合
のいい審査員のみで構成される委
員会が作られる恐れがある。つま
りこの方針では、それぞれの分野
でトップクラスの専門家は数年に
１度しか査読ができず、的確な査
読を行うことが難しくなり、査読
　図表３　今回の問題の経緯
2003年 8月
行政管理予算局（OMB）が公報にて、査読導入に関する草案を発表
↓
2003年 12月
連邦議会議員と科学委員たちがOMB新案の査読システムは不適当という意見書を提出
↓
2004年 2月
UCSに属する 60名以上の科学者が、政府は環境、医療福祉などの政策決定に際
して科学的事実を歪曲していると声明
↓
2004年 3月
UCSが声明と同じ内容の報告書を提出し、OMB案に対して抗議
↓
2004年 4月
政府（マーバーカー補佐官）が反論
↓
2004年 7月
UCSは 2月の声明文に対する改善策が実施されないことに対して、現政権の姿
勢を非難する声明文を発表
↓
2004年 8月
UCSに属する4,000名以上の科学者がブッシュ政権の姿勢を非難する声明文に署名
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自体が意味を持たなくなると、科
学者たちは公報へのパブリックコ
メント 13）でも述べている。
３‐２
UCS声明文による
OMB案に対する提案
　UCS の報告書は、科学、科学者、
社会福祉に関し、問題があるとす
る政策事例を具体的に明らかにし
ている。環境保護庁、食品･薬物庁、
健康福祉省、農務省、内務省、国
防省に関係する科学者たちが、例
えば気候変動や水銀排出量、生殖
に関する保健の問題、胎児および
子供の鉛中毒、職場の安全性、核
兵器などについて不当な圧力を受
けたとするなどの問題点が列挙さ
れている。報告書はこのような状
況に対処するためには、新しい規
則や法律が必要であると述べてい
る。また大統領、議会、科学者、
そして一般の人々それぞれに対し
て、連邦政府での政策決定におけ
る科学的公正性の回復のために、
次のようなことの実行が必要であ
るとしている。
蘆 大統領は、科学顧問を通じて有
識者で構成される科学的助言パ
ネルが不公平になる危険性を排
除する。
蘆 議会は、危険な傾向を阻止する
ために本報告書の指摘事項に関
する調査ヒアリングを開催する。
委員会は、高い専門性を有し、
利害関係のない者によって構成
されるべきである。そして誰も
が政府の科学的情報を入手でき
るようにし、Office of Technology 
Assessmentのような助言機関を
設置すべきである。
蘆 科学者は、学会や科学者仲間が
より深く問題に関わるように努
力し、国会議員に対して直接問
題を訴え、またメディアを通し
て科学の間違った使用は大きな
問題につながることを伝えるよ
う努めなければならない 14）。
３‐３
他の団体からの
OMB提案に関する意見
　連邦議会の議員と科学委員たち
も、2003 年 12 月にこの OMB 案
に対して問題となる点を指摘し
た。今回の OMB 案によると、例
えばグリーンスパン議長による金
利の決定や、すぐ起こるであろう
ハリケーンなどの天気予報にも査
読が必要となり、査読が不必要な
事項までが査読対象となることか
ら、査読システムの導入は非現実
的であり不適格である、という意
見書 15）を提出した。
　米国公衆衛生協会によると、現
行のシステムが機能しないという
事実はなく、従来から実施されて
いるピア・レビューの失敗によっ
て不都合な連邦政府規制が生じた
という例もないにもかかわらず、
なぜ今回このような案が OMB か
ら発表されたのか理解できない
としている 16）。また、『パブリッ
ク・シチズン』17）によると、査
読を義務付ける今回の提案によっ
て、健康に危害を及ぼす事項に関
して一般向けに警告するプロセス
が遅延する事態が発生し、想像以
上に大問題となるかもしれないと
指摘している。なお、ここでもこ
の OMB 公報が科学的な情報に基
づいた規則制定や意思決定の失敗
例を１つも挙げていないことを問
題として提起している 18）。
３‐４
環境政策に対する批判
　科学者や環境保護派の団体は、
特に環境に関わる政府の動きに対
して問題提起を続けてきている。
環境問題はレギュラトリー・サイ
エンスに深く関わることから、今
回提出されたOMB案に対して関
係者は強い反発をしている。
　環境に関する問題はさまざま
な分野に及んでいるにもかかわら
ず、現政権になって以来ここ数年
増減しつつも EPAの予算および
プロジェクト数は他省と比較する
と削減されている 19）。政府の科
学技術予算の変化を図表４に示
す 20）。この図表からわかるよう
に、2001 年以降 2005 年までの予
算を見ると、科学技術予算が全体
的に30％増加しているにもかかわ
らず、環境の予算は減少している。
　さらに、前述した査読システム
に対する問題ばかりではなく、多
方面から環境に関する意見が出
ている。例えば、OMB 案が発行
された時期と同じ 2003 年８月に、
　図表４　科学技術に対する連邦政府予算の推移
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天然資源保護評議会（NRDC）は、
「EPA が大気浄化法を緩和しよう
としており、それによって旧式の
石炭火力発電所や精製所などから
排出される大気汚染物質の量が増
えることになる」と報告している。
EPA の方針は、例えば石炭火力
発電所がボイラーなどの設備を入
れ替える際、現在の排出基準を満
たすための環境対策設備費用が全
費用の 20％未満の場合には、企
業は環境対策設備を導入しなくて
もよいとするものである 21）。石炭
火力発電所から排出される NOx
や SOx、すすなどの汚染物質はぜ
んそく、慢性気管支炎、肺炎など
を悪化させる恐れがあるのみなら
ず、癌との因果関係が大きいとの
研究も発表されており、このよう
な規制緩和は一般市民にとっては
大問題であると研究者が指摘して
いる。
4．UCS声明に対する政府の意見
　UCS からの声明文に対して、
マーバーガー大統領補佐官（科学
技術担当）は、現政権は実際科学
を非常に後押ししてきたと反論し
た 22）。その証拠として、図表２に
示すように、例えば米国立衛生研
究所（NIH）の予算は増加してお
り、さらに全米科学財団の予算も
増加していることからもわかるよ
うに、全体的に科学技術に対する
予算は今まで以上に増加している
と反論している。2005 年度の予
算は 132 億ドルに増加しており、
2001 年と比較すると 91 億ドル増
加している。これは 37 年間のう
ちで最高額である。
　その他の反論として、次の点を
述べている。気候変動に関するプ
ログラムは 2001 年以来継続され
ている。温室効果ガス、特に CO2
排出は産業革命以来発生している
問題であり、各国でこの問題が大
きくなっていることから、アメリ
カ政府も問題解決に取り組んでい
る。世界的な温室効果ガスの削減
を目的に、温室効果ガスによる人
体に対する影響やメカニズムの解
明、そしてクリーンエネルギー技
術に対する研究開発に、約４億ド
ル支出している。また大統領は、
独自に米国気候変動科学プログラ
ム（CCSP）を作り、科学者やス
テークホルダーから意見を集め、
政府主導研究プログラムのための
基準作成に対して、２つの段階か
らなるレビュー・プログラムを作
成した。
　さらに、OMB は初めて毒性学
者、環境エンジニア、そして公共
健康科学者を雇用し、専門家によ
って科学的ピア・レビュー・プロ
セスを“査読”している。
　このように、政府側は具体的な
例を述べて、UCS が主張している
ことに対して異議を唱えている。
しかしながら、科学者が不満に感
じている問題は UCS によって提
起された問題ばかりではない。
5．最近の動向
５‐１
水銀規制に関する問題
　2004 年３月にはニューヨーク
タイムズ紙によって、ブッシュ
政権の環境政策エネルギー業界寄
りに傾いていった過程をレポート
した記事が掲載 23）された。そし
て、４月には民主党のヒラリーク
リントン上院議員を含む７人の議
員によって、現在懸案事項となっ
ている水銀排出規制について、手
引き上の不正に関する調査依頼書
を EPA 長官へ送っている。米国
には約 1,100 基の石炭火力発電施
設があり、燃やした石炭からの排
ガス中には水銀が含有され、排出
量は年間 48 トンと試算されてい
る。これは、全排出水銀量の 40％
を占める。雨に混じって大地に降
った水銀は、河川や湖、海に流れ
込んで魚介類に蓄積する。最近で
は、呼吸によって直接水銀が体内
に取り込まれ、特に母体内の胎児
に影響を及ぼすことが懸念されて
いる。この調査依頼書の内容は、
水銀排出規制の決定に際して、特
に健康影響評価を最小限にするた
め、ブッシュ政権が米国アカデミ
ーの報告書などの原案から意図的
に文言を除去しているという懸念
を明確にすることを要求している
ものである24）。この書簡に対して、
EPA 長官は次のような回答をし
た。
蘆 水銀の削減スケジュールを決定
したのは現政権が最初である。
蘆 水銀排出の 90％削減は、あくま
でも試案。
蘆 直ちに水銀除去装置を全米に配
置するのは不可能。
　なお、議会調査局（Congress 
Research Service）も報告書 25 ～ 27）
を発表し、クリア・スカイ政策
用語説明
①クリア・スカイ政策案
　発電による SO2、NOx及び水銀の排出に上限を設け、2000 年の水準値の
70％削減を目標とする計画。
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案①と、EPAの電気事業に関する
水銀規制案について、電力業界に
課する水銀排出削減義務は、その
他の産業部門よりも軽く不公平で
あると批判している 28，29）。
５‐２
UCSから新たな声明文
　2004 年７月に、ノーベル賞受
賞者 48 人を含む 4,000 人以上の今
までより多くの UCS に属する科
学者が、科学者の助言に対するブ
ッシュ政権の姿勢を非難する声明
に署名した 30）。今回の声明文は、
2004 年２月に提出したレポートに
対して、政府が十分にいまだ検討
していない 31）ことを非難するた
めに提出された。レポートの内容
は、前回の問題にさらに次のよう
なことも追加され指摘している。
鉱山が環境に与える影響に関する
プロジェクトが、合理的な石炭採
鉱にフォーカスする方向に変更さ
れ、それによって魚や野生動物に
影響を与えている。さらに、鮭が
絶滅に瀕しており、鮭を捕食する
野生生物や動物にも大きな影響を
与えていることへの対策が急務で
ある。
　これまでも、スターウォーズ
計画に見られるように、科学者個
人や団体が、連邦政府による特定
の政策に反対の声を上げた例はい
くつかあった。しかし、これだけ
多くの科学者たち 32）が、大統領
の科学政策全般に反対を表明した
のは前代未聞である。2003 年 11
月、「重要な国土安全保障問題に
関連した貴重な科学面での助言」
に対し、科学栄誉賞を受賞したリ
チャード・ガーウィン氏 33）でさ
え、この声明に署名している。ま
た、今回の声明に署名した科学者
には、現政権とつながりのある科
学者たちも名を連ねる 34）。
　科学的視点ではなく、政治的視
点によって生殖に関する医療、薬
物規制、環境などの問題に取り組
むことは、政府と科学者間の信頼
関係を損なうと科学者たちは指摘
している。しかし、ES 細胞研究
のように科学的見地のみならず、
倫理的問題が重要である研究も存
在することから、一概にすべて操
作しているとはいいきれない、と
いうのが政府側の見解である。
6．まとめ
　2001 年以来、研究開発費関連
で特に伸びているのが国防省、
NASA、そして国土安全保障省で、
いずれも防衛関係が目立ち、多く
の省で増加傾向が続いている。し
かし一方アメリカの科学技術分野
の論文数はここ数年減少あるいは
横ばい傾向であり 35）、一方で、ヨ
ーロッパや中国、台湾、韓国そし
て日本でかかれる論文数は、ここ
10 年間で倍増しており、ノーベル
賞受賞者数も増加している。アメ
リカは現在、他国から多くの研究
者を集めていた以前に比べて、ビ
ザの発給を制限している。
　共和党政権となって以降、環境
分野の予算は前政権に比べ減少傾
向が続いている。しかし最近、上
院は EPA の R&D 予算の削減幅
を縮小した 36）。これには、科学者
たちの動きが多少ならずとも影響
したと思われる。
　科学者自らが集団となって、支
持する政党の枠を超えて、科学者
としてのプライドを優先させて、
今回の声明文に示されるような
形で、政府の政策に対して反論し
た。それに対して政府がどのよう
に対応したのか、今後どう展開す
るのかが、今回の注目すべき点で
あると思う。諸外国の科学技術分
野における科学者たちの動きは常
に注目すべきである。科学者が集
団となって政府に対して問題提起
をするケースは、今後日本でも見
られるかもしれないし、要求され
る、あるいは必要になるかもしれ
ない。
　環境や ES 細胞問題のような複
雑な問題を解決するには、科学的
判断と合理的な仮定に基づき、あ
る程度の不確実さを許容しながら
もリスクを考慮して議論されるこ
とが望まれる。それには、科学者、
行政、そして一般市民がお互いの
情報を開示し、意見を交換して理
解しあうことが最も重要ではない
だろうか。
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